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平成30年11月28日（水曜日）

午前９時59分開会

会議に付託された議案等

○議案第１号 平成30年度宮崎県一般会計補正

予算（第４号）

○議案第２号 平成30年度宮崎県国民健康保険

特別会計補正予算（第２号）

○議案第12号 公の施設の指定管理者の指定に

ついて

○議案第17号 公立大学法人宮崎県立看護大学

定款の変更について

○議案第22号 平成30年度宮崎県一般会計補正

予算（第５号）

○議案第26号 平成30年度宮崎県立病院事業会

計補正予算（第１号）

○請願第22号 子どもの医療費助成制度の拡充

を求める請願

○請願第27号 後期高齢者の医療費窓口負担に

ついて、原則１割負担の継続を

求める意見書を国に提出するこ

とを求める請願

○請願第29号 重度障がい者(児)医療費公費負

担事業の通院における現物給付

を求める請願

○福祉保健行政の推進及び県立病院事業に関す

る調査

○その他報告事項

・県立病院事業の平成30年度上半期の業務状況

等

・県立病院事業における経営改善の取組につい

て

・今年度策定を予定している計画の素案につい

て

第４次宮崎県障がい者計画

宮崎県発達障がい者支援計画

第４次ＤＶ対策宮崎県基本計画

・言語としての手話の普及及び障がいの特性に

応じた意思疎通手段の利用促進に関する条例

（仮称）の制定について

・国民文化祭及び全国障害者芸術・文化祭実施

計画の策定状況について

・旧優生保護法に関する調査結果等について

・風しん流行への対応について

出席委員（７人）

委 員 長 太 田 清 海

副 委 員 長 日 高 博 之

委 員 丸 山 裕次郎

委 員 外 山 衛

委 員 山 下 博 三

委 員 岩 切 達 哉

委 員 井 上 紀代子

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

病院局

病 院 局 長 桑 山 秀 彦

病 院 局 医 監 兼
菊 池 郁 夫

県立宮崎病院長

病 院 局 次 長 兼
小 田 光 男

経 営 管 理 課 長

県立宮崎病院事務局長 川 原 光 男

県立日南病院長 峯 一 彦

県立日南病院事務局長 外 山 景 一

県立延岡病院長 栁 邊 安 秀

県立延岡病院事務局長 田 中 浩 輔

病 院 局
後 藤 和 生

県立病院整備対策監
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福祉保健部

福 祉 保 健 部 長 川 野 美奈子

福祉保健部次長
川 添 哲 郎

（ 福 祉 担 当 ）

福祉保健部次長
日 高 良 雄

（保健・医療担当）

こども政策局長 長 倉 芳 照

部参事兼福祉保健課長 横 山 幸 子

指導監査・援護課長 池 田 秀 徳

医 療 薬 務 課 長 久 保 昌 広

薬 務 対 策 室 長 山 下 明 洋

国民健康保険課長 長谷川 新

長 寿 介 護 課 長 内 野 浩一朗

医 療 ・ 介 護
山 下 弘

連 携 推 進 室 長

障がい福祉課長 矢 野 慶 子

部参事兼衛生管理課長 樋 口 祐 次

健 康 増 進 課 長 矢 野 好 輝

感染症対策室長 永 野 秀 子

こども政策課長 髙 畑 道 春

こども家庭課長 橋 本 文 人

事務局職員出席者

議 事 課 長 補 佐 濱 﨑 俊 一

議事課主任主事 渡 邊 大 介

○太田委員長 ただいまから厚生常任委員会を

開会いたします。

まず、委員会の日程についてであります。お

手元に配付いたしました日程案のとおりでよろ

しいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○太田委員長 それでは、そのように決定いた

します。

執行部入室のため、暫時休憩いたします。

午前９時59分休憩

午前10時１分再開

○太田委員長 委員会を再開いたします。

皆さん、おはようございます。

それでは、当委員会に付託されました議案等

について、概要説明を求めます。

○桑山病院局長 おはようございます。病院局

です。よろしくお願いいたします。

今回、病院局では、当委員会に議案１件の審

議をお願いいたしております。

お手元の11月定例県議会提出議案の22号か

ら29号までをごらんください。

表紙をめくっていただきまして、目次をごら

んください。議案第26号「平成30年度宮崎県立

病院事業会計補正予算（第１号）」でございます。

議案第26号のインデックスのところ、13ペー

ジに具体的な議案が掲載されております。

これは、10月の人事委員会勧告に基づきまし

て、給料表の改定等が行われますことから、職

員の給与費の増額補正を行うものでございます。

続きまして、その他報告事項として２件、御

報告をさせていただきます。

お手元の常任委員会資料をごらんください。

表紙をめくっていただきまして、その他報告事

項として２件ございます。

まず、最初が、県立病院事業の平成30年度上

半期の業務状況等でございます。これは、今年

度の上半期の各病院の業務の状況と経理の状況

について御報告を申し上げるものでございます。

それから、２つ目が、県立病院事業における

経営改善の取組についてということで、病院局

では、平成27年度から、宮崎県病院事業経営計

画2015に基づきまして経営改善に取り組んでお

りますが、平成29年度の決算の状況、それから

本日御報告いたします、平成30年度上半期にお

平成30年11月28日(水)
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ける決算の状況等を踏まえまして、さらに経営

改善の取り組みを加速化するために、集中改善

プロジェクトを実施することといたしましたの

で、御報告を申し上げます。

詳細につきましては、次長のほうから御説明

申し上げますので、よろしく御審議いただくよ

うお願いいたします。

私からは以上でございます。

○小田病院局次長 それでは、お手元の厚生常

任委員会資料の１ページをお開きください。

平成30年度宮崎県立病院事業会計補正予算（第

１号）についてであります。

１の補正の理由についてであります。人事委

員会勧告に基づく職員の給与改定に伴う給与費

の増額補正をお願いするものであります。

病院局職員の給与につきましては、病院事業

職員の給与に関する規程によりまして、知事部

局の職員の給与に関する条例の適用を受ける者

の例によるとされておりますことから、今回の

給与改定に伴う知事部局の条例改正に合わせま

して、予算の所要額を補正するものであります。

次に、２の補正の内容であります。病院局職

員の給与は、通常、収益的支出から支給してお

りますけれども、宮崎病院再整備の業務に専従

する職員２名の給与につきましては、資本的支

出において支給することとしておりまして、そ

れぞれ給与費を補正しております。

まず、（１）の収益的支出の増額でございます。

表の中ほどにある給与費の欄をごらんください。

内訳としまして、今回の給与改定により補正を

行う予算科目を掲載しております。

まず、給料でございます。月例給の0.15％引

き上げによりまして、補正予定額としては1,389

万2,000円を計上。次に、手当につきまして、特

別給である勤勉手当の支給月数の0.05月分引き

上げなどによりまして、4,146万2,000円を計上。

それから、法定福利費が、これらの給与改定に

伴い共済負担金等がふえますことから、830

万3,000円を計上しておりまして、これらを合わ

せまして、収益的支出の給与費について6,365

万7,000円の増額補正をお願いしております。

続いて、資料の２ページをごらんください。

（２）の資本的支出の増額ですが、先ほどと

同様の給与改定によりまして、資本的支出の給

与費について６万2,000円の増額補正をお願いし

ております。

議案に関する説明は以上であります。よろし

く御審議のほどお願いいたします。

○太田委員長 執行部の説明が終了しました。

議案について質疑はありませんでしょうか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○太田委員長 ないようですので、次に、その

他報告事項に関する説明を求めます。

○小田病院局次長 それでは、まず、県立病院

事業の平成30年度上半期の業務状況等について

御説明いたします。

お手元の資料の３ページをお開きください。

まず、１、患者の状況についてであります。

初めに、表の上段をごらんください。延べ入

院患者数ですが、今年度上半期における延べ入

院患者数は、３病院全体で16万5,477人となって

おりまして、前年同期と比較しますと、3,011人

の減となっております。病院別では、宮崎病院

が内科におきまして、肺や食道の悪性腫瘍の患

者がふえたこと等により増加しましたけれども、

延岡病院では耳鼻咽喉科におきまして、頭頸部

悪性腫瘍の患者が減ったこと等に伴い減少、日

南病院におきましても、内科におきまして、肺

がんや腎不全の患者が減ったこと等に伴い減少

しております。



- 4 -

平成30年11月28日(水)

続きまして、表の下段の延べ外来患者数です

が、今年度上半期における延べ外来患者数は、

３病院全体で18万2,995人となっており、前年度

と比べまして1,050人の増となっております。病

院別では、宮崎病院が内科において、外来化学

療法を受ける患者がふえたこと等に伴い増加、

延岡病院でも内科において、多発性骨髄腫の患

者がふえたこと等に伴い増加しましたが、日南

病院におきましては、眼科や放射線科におきま

して、新規・再診患者ともに減ったこと等に伴

い減少しております。

次に、２、経理の状況についてであります。

まず、（１）収益的収支の状況でありますが、

この表は、基本的には上半期の実績額を計上し

ておりますけれども、下半期に集中して支出さ

れるものにつきましては、例年、年間予算額の

２分の１を計上するなどとしております。

まず、病院事業収益です。全体で158億8,800

万円余となりまして、前年度と比べて３億7,600

万円余の増となっております。内訳であります

が、入院収益が98億8,700万円余で、患者数は減

少しましたけれども、１人当たりの入院収益の

増等によりまして、１億2,200万円余の増となっ

ております。また、外来収益は33億3,400万円余

で、患者数の増、それから１人当たりの外来収

益の増等によりまして、３億8,500万円余の増と

なっております。

続きまして、病院事業費用でございます。全

体で159億8,500万円余となりまして、前年度と

比べまして６億4,600万円余の増となっておりま

す。内訳でありますけれども、給与費が77億円

余で、１億5,000万円余の増となっております。

これは職員数がふえたこと、それから人事委員

会勧告に基づく給与改定により給料が上昇した

ことのほか、賃金や報酬の単価が上がったこと

等によるものであります。

次に、材料費です。41億8,000万円余で、４

億5,000万円余の増となっております。これは抗

がん剤などの高額医薬品の使用に伴う薬品費の

増等によるものであります。

次に、経費ですが、20億3,000万円余で、9,200

万円余の増となっております。これは光熱水費

の増、それから放射線治療装置部品交換等によ

る修繕費の増のほか、人件費の上昇による委託

費の増等によるものであります。

これらの結果、今年度上半期の病院事業の純

利益は、全体で9,600万円余の赤字で、前年度と

比較すると、２億7,000万円余の減益となってお

ります。

病院別の収支状況でありますが、宮崎病院が

３億700万円余の赤字、延岡病院は３億5,800万

円余の黒字、日南病院は１億4,700万円余の赤字

となっております。

なお、今年度の特殊事情としまして、宮崎病

院では、更生医療などの件数がふえておりまし

て、診療報酬請求の一部におくれが生じており

ます。このため計上されていない上半期の収益

が昨年度より２億4,000万円ほどふえておりま

す。また、延岡病院におきましては、29年度に

更生医療の件数が多く、請求の一部がおくれた

こと等によりまして、29年度の診療に伴う収益

が今年度上半期に１億円ほど計上されておりま

す。

次に、病院別の上半期の状況及びこれまでの

決算の推移でありますが、４ページから７ペー

ジまでに記載しております。後ほど、ごらんい

ただきたいと思います。

次に、７ページの下のほうをごらんください。

（４）資本的収支の状況であります。左側の

欄の収入でございますが、一般会計負担金の８
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億3,300万円余であります。これは企業債の償還

に係る一般会計からの繰入金であります。右側

の欄の支出でございますけれども、医療器械購

入等による建設改良費、それから９月に償還し

ました企業債償還金、後期研修医研修資金貸与

事業に係る投資の合計20億7,000万円余となって

おります。この結果、資本的収支はマイナス12

億3,700万円余となっておりますが、この分は損

益勘定留保資金等で補塡する予定であります。

次に、８ページをごらんください。

（５）の貸借対照表であります。これは９月30

日現在の病院事業の財政状態を明らかにするも

のであります。

表の左側、資産の部は上から土地・建物等の

固定資産が282億4,500万円余、同じく表の左側

の下のほうにあります、流動資産が168億900万

円余等で、一番下にあります資産合計は450

億5,500万円余となっております。

また、右側の、まず負債でございますけれど

も、企業債等の固定負債が225億6,700万円余、

それから流動負債が123億4,500万円余等で、中

ほどにありますけれども、負債合計は383億7,000

万円余となっております。また、その下の資本

の部でございますけれども、資本金は127億4,300

万円余、剰余金がマイナス60億5,700万円余で、

資本合計は66億8,500万円余となっております。

これらの結果、一番下にあります負債・資本合

計は、資産合計と同額の450億5,500万円余となっ

ております。

９ページをごらんください。

（６）借入金の状況であります。アの企業債

明細表でございますが、表の一番下の計のとこ

ろにあります借入金総額は、合計で454億7,400

万円余で、その右横の今年度の上半期の償還額

の合計は14億7,000万円余となっております。そ

の右の累計の償還額は240億2,500万円余であり

まして、この結果、一番右側でございますけれ

ども、未償還残高の合計は214億4,900万円余と

なっております。次に、イの一般会計借入金明

細表でありますが、一般会計からの借入金はご

ざいません。

10ページをごらんください。

３、平成30年度の決算見通しであります。こ

れは上半期の決算状況を踏まえまして、平成30

年度の１年間の決算見通しを示したものであり

ます。

一番右の欄の事業合計のところ、上から病院

事業収益の合計は328億8,400万円余、中ほどに

あります病院事業費用は328億4,900万円余、一

番下にあります純利益は3,500万円余の黒字を見

込んでおります。病院別では宮崎病院が1,700万

円余の赤字、延岡病院は２億9,200万円余の黒字、

日南病院は２億3,900万円の赤字を見込んでおり

ます。

以上が上半期の業務状況等でありますが、患

者１人当たりの収益の増によりまして、収益は

伸びている一方、繰り返しになりますけれども、

人事委員会勧告等による人件費増、それから高

額医薬品の使用による材料費の増加等によりま

して、収支差が減少している状況にあります。

後ほど説明いたしますけれども、収益増と経費

削減の取り組みをさらに強化していく必要があ

ると考えているところであります。

続きまして、Ⅲ、県立病院事業における経営

改善の取り組みについて御説明いたします。

資料の11ページをお開きください。

まず、１の宮崎県病院事業経営計画2015（改

訂版）における経営目標等についてであります。

（１）の内容であります。少子高齢化の進行、

それから人口減少社会の到来、国の医療制度改
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革など、医療を取り巻く環境が急速に変化する

中で、県立病院として期待されている役割や機

能を十分に果たし、県民に高度で良質な医療を

安定的に提供していくため、経営改善につきま

しては、平成27年度から平成32年度までの６年

間で、①の病院事業全体での収支均衡の確保及

び②の経営状況も勘案した計画的な投資に取り

組むこととしております。

（２）の経営目標及び進捗状況につきまして

は、目標に対する平成29年度の実績を示してお

りますが、以下の表のとおりでございます。表

の一番下の欄の事業全体のところでありますが、

総収支比率は、平成32年度の目標である100％以

上に対しまして100.1％と目標を達成しておりま

すが、経常収支比率は100％以上の目標に対しま

して98.3％と下回っております。また、本業の

医業活動の収支を示します医業収支比率につき

ましても、95.5％以上の目標に対しまして90.3

％となっておりまして、各病院とも目標を下回っ

ており、目標の達成に向けて取り組みを強化す

る必要があるところであります。

次に、２の今後の経営改善の取り組みについ

てであります。

（１）の趣旨でありますが、県立病院が全県

レベルあるいは地域の中核病院として高度で良

質な医療サービスを継続的に提供していくため

には、安定的な財政基盤の確立を図る必要があ

ります。このため、先ほど申し上げました宮崎

県病院事業経営計画2015の進捗状況及び平成29

年度決算、また、先ほど説明いたしました平成30

年度の上半期決算の状況等を踏まえまして、平

成32年度までの３年間における具体的な収支改

善の取り組みを各職員に明示して、職員の意識

の共有を図り、宮崎県病院事業経営計画2015の

経営目標達成を加速させる集中改善プロジェク

トを実施することとしております。

次の12ページをごらんください。

（２）の取り組み内容でございます。まず、

アの基本的な考え方としましては、各病院にお

きまして基本目標及びその実現に向けた具体的

な改善策等を設定する。次に、各病院共通の課

題につきましては、経営管理課を中心として取

り組みを強化する。それから、各病院及び経営

管理課が連携協力して、このプロジェクトを推

進することとしております。

次に、イの基本目標でございますが、病床利

用率と平均在院日数につきまして、以下の表の

とおり、各病院ごとに設定したところでありま

す。

まず、病床利用率でありますが、入院患者数

をふやすということが医業収益への改善効果が

一番大きいことから、目標として設定しており

ます。

次に、平均在院日数でありますが、診療報酬

制度上、傷病ごとに平均的な入院期間を過ぎる

と報酬単価が減額され、収支が悪化することか

ら、目標として設定しております。

表の中ほどに経営計画2015の目標を記載して

おりますが、集中改善プロジェクトで新たに設

定しました平成32年度の目標は、この目標以上

になるよう設定しているところであります。ま

た、宮崎病院の平均在院日数につきましては、

現況数値が全国の同規模の黒字公立病院と同程

度であるため、今後もこの数値を維持していく

目標としております。

次に、ウの具体的な改善策でございますが、

各病院、それから経営管理課におきまして、収

益増及びコスト削減の観点から、以下のような

具体的な改善策を設定し、取り組みを行うこと

としております。
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主な取り組み内容としまして、まず①の宮崎

病院でございますが、重症患者ですとか急性期

の医療を担う中核病院としての役割を踏まえ、

地域医療機関等との連携強化による紹介患者数

増及び救急受け入れ件数の増加等による患者数

増を図ることとしております。

次に、②の延岡病院でございますが、来年４

月に心臓脳血管センター（仮称）がオープンし

ますので、この新たな機能を十分に生かし、患

者数増を図ることとしております。

次に、③の日南病院でございますが、ことし

７月に地域医療支援病院の承認を受けたことか

ら、今後、医療機器の共同利用ですとか、地域

の医師等の医療従事者向けに研修会を開催する

など、地域の医療機関等との連携をさらに強化

することによりまして、患者数の増を図ること

としております。

次に、④の各病院共通の取り組みといたしま

して、新たな施設基準等の取得ですとか、診療

報酬請求の精度向上による収益の増を図ること

としております。また、医療材料等につきまし

て、品目を集約化して数量をふやすことにより

価格削減を図るなど、見直しを行うこととして

おります。

次に、エの進捗管理でありますけれども、院

内のプロジェクトチームや幹部会議等を通じま

して、実績の評価や見直しを行うなど、ＰＤＣ

Ａサイクルにより、改善の取り組みを継続して

進めることとしております。

資料にはございませんけれども、経営改善に

は職員一人一人の主体的な取り組みが不可欠で

ありますので、改めて職員の経営参画意識の醸

成も図ってまいりたいと考えております。今後

も県立病院として期待される役割や機能を十分

に果たすため、さらなる経営改善に取り組んで

まいります。

その他報告事項に関する説明は以上でありま

す。

○太田委員長 執行部の説明が終了しました。

その他報告事項について質疑はありませんか。

○岩切委員 延岡病院の心臓脳血管センターの

整備状況を少し教えてもらいたいんですけれど

も。一つは装置を新しく買うという話で、あと

は古いものをうまく使っていきたいという話

だったんですが、一般質問でも日高副委員長か

ら更新する考えはないのかという話もあったと

思うんですけれど、最終的に今どういう形でこ

の工事が進捗しているのかお聞かせいただきた

いんですけれど。

○田中県立延岡病院事務局長 現在、建物本体

の整備工事を進めております。ほぼ工程どおり

進んでおりまして、予定どおり３月には、細か

く言いますと、２月下旬ぐらいには完成という

運びになろうかと思っております。そして、新

たに入れます２台目の心臓カテーテル用血管造

影装置の入札を終え、実際の取りつけ作業を３

月に行って、３月末には１台は据えつけ完了と

いう予定で進めております。

お話にあります現有機の更新につきましては、

具体的な決定はまだですけれども、やはり老朽

化並びにいろんな部品関係の供給期間を勘案し

ますと、やはり早期の更新が必要であろうと思っ

ております。そういったところで、資金面を含

めていろんな課題がありますので、それを含め

て何とか取り組んでいきたいと思っております。

○岩切委員 建設する場所が、たしかリハビリ

の屋外訓練場だったと思うんですけれども、そ

のリハビリ機能の再配置はうまく進んでいると

理解してよろしいでしょうか。

○田中県立延岡病院事務局長 現在、当院のリ
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ハビリテーションの患者の状況を見ますと、入

院患者だけではなくて、外来患者も相当量実施

しております。当院の性格からいいますと、や

はり入院患者のリハビリを中心に行うべきと考

えておりまして、医師あるいはリハビリテーショ

ン科のほうと、ちょっと大きな話になりますけ

れども、いわゆるリハビリテーションの今後の

方向といったところを協議、議論しております。

外来リハビリは民間医療機関へ紹介の形で移し

ていくことが、目指すべき方向だろうというこ

とで、そのような方向で進めていくことにして

おります。

そういったものを踏まえますと、今後の当院

のリハビリの需要やそれに必要な体制あるいは

ハード面といったところを、少し新たな視点も

含めて考えていく必要があろうかと思いますの

で、そういう方向で進めているところでござい

ます。

○岩切委員 外来リハビリの診療報酬は下がっ

てきているという理解でよろしいですか。

続けて、細かい話なんですけれど、リハビリ

が診療報酬上プラスになるという見込みで、各

民間医療機関も含めてリハビリに力を入れると

ころがふえてきたのは事実なんですが、県北な

り医療圏ごとに量的なものもあって、延岡病院

が担わないといけない外来のリハビリも、まだ

まだあるんだろうと思うんですね。延岡病院の

改築の時代ですから、相当古いんですけれど、

リハビリをたくさん受け入れて、それは利益に

なるんだよという話があったんだけれど。当時

も延岡病院は、入院患者さんのリハビリを頑張

るんだと、外来リハビリは地域の医療機関にと

いうお話があって、ただ、現実には外来リハビ

リが増加し、そのことによって外来収益がふえ

ているという延岡病院の実情がずっと続いてい

るわけですね。

屋外のリハビリ場は余り使用されてなかった

という理解はあるんですけれど、それでも一遍

には民間に移し切れない、そういうニーズをちゃ

んと消化し得るほどの機能整備はされていった

ほうがいいんじゃないかなというふうに思って

いたものですから。心臓脳血管センターをつく

りますと、リハビリのスペースは若干狭くなる

ので、結果、外来リハビリは地域に出していき

ますという理屈はわかるんですけれど、現状と

してそれはなかなかだろうし、病院の経営にも

影響するのではないかなと漠然と思っているも

のですから、方向性を少し聞いておきたいなと

思っておるんですが。

○田中県立延岡病院事務局長 お話のように外

来リハをずっとやってきた面はある。一方では、

これは国の政策にもなりますけれども、医療機

関は役割分担を明確にする、大きくいいますと、

連携して地域包括ケアシステムをつくっていく、

その中で急性期病院は急性期病院の役割を特化

して果たすべきという方向がございます。その

ような背景もあり、当院のほうでは入院のリハ、

その中でも急性期の入院リハを中心に担うべき

と考えているところでございます。

ただ、そういった中でも、お話のように、地

域の医療機関がそのようなリハビリテーション

を必要とする患者さんを受け入れられる能力、

キャパがあるのかも現実的な問題としてござい

ます。現在、当地域でも地域医療構想の調整会

議を開いております。その中で役割分担の議論

もございます。そういった中で、民間医療機関

のリハビリテーションの機能充実というところ

も出てこようかと思います。あるいは当院から

もそういう何がしかの働きかけのようなことを

しながら、具体的に外来リハの移行を進めてい
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くことになろうかと思います。

ただ、どうしてもなかなか近い時期では移せ

ない患者さんは、当院で引き続き外来リハを受

けていくことになるかと思います。そういった

部分は取り組んでいきたいと思います。

○岩切委員 リハビリの話がちょっと膨らんで

しまいましたが、お尋ねしたかった血管造影装

置の更新については、検討を開始されたと。副

委員長が一般質問で代表的にしていただいた課

題で、委員会としては現場を見させていただい

た上で、期待しているというのが共通した思い

ですので、ぜひ実現が図られるとありがたいな

と。そのことは、特に県北でそういう医療を必

要とする人たちにとっては朗報ではないかなと

思うものですから、ぜひお進めいただきたいと

思っております。よろしくお願いしておきたい

と思います。

○日高副委員長 念のためにちょっと聞いてお

きたいんですけれど。岩切委員の質問の関連な

んですが、カテーテル装置を２台一遍に更新す

るとお金がかかりますよね。また、何年か後に

２台一緒に更新をするとお金がかかるから、な

るべくそこをずらしたいというのが当然事務方

の意図としてあると思うんですよ。

それと、医師側ですね。医師のレポートの中

では、やはりふぐあいがあるんだということで、

いろいろと書いてあったんですけれど、医師か

ら見て、カテーテル装置をもう一度そこに据え

つけてやることでのふぐあい、デメリットはど

ういうものがあるんだろうかなと思うんですよ

ね。その辺を、念のためにちょっとお伺いでき

ればと思います。

当然、古い器械よりも新しい器械のほうがい

いわけですよね。１台は今ある器械を据えつけ

るわけですからね。もう10年以上たった器械を

据えつけて、もう一回使うわけですよ。それで

何かふぐあいが出ることもあるのかなと、念の

ためその辺を聞きたいなと思います。

○栁邊県立延岡病院長 移設した器械がうまく

動くかということでいいんでしょうか。

○日高副委員長 はい。

○栁邊県立延岡病院長 現有機は10年以上たつ

わけですよね。先ほど事務局長も言いましたけ

れども、一つは、保守点検あるいは部品供給の

期間とかがあります。あと、今、３階にあるん

ですけれども、それを下に移設するときに機能

不全になるおそれがあると。そこのところは想

定外だったんですけれども、そういうことが出

てきていますので、当面は３階と新たにつくる

心臓脳血管センターで分かれて行う形でスター

トすると思います。２台目については、事務局

長が言ったように、できるだけ早期に更新すべ

く努力しているところでございます。

○日高副委員長 それはちょっと初耳です。た

しか移設費に2,000万か3,000万はかかるという

話があったんですよね。それでやはりふぐあい

が起きる。何でここを言うかというと、命にか

かわる問題は、やっぱり一番最優先されないと

いけない部分だと私は思っておりまして、ふぐ

あいが起きて、いろんなことがあると、これは

お金とかにかえられない問題だと、私たちが延

岡病院に行ったときに実感したんですよ。やっ

ぱり早く新しいのを入れてですよ。

というのが、延岡病院の心臓脳血管センター

の役割は、全国的にみても物すごくレベルが高

くて、私どもも、いろんな人に延岡病院に新し

くセンターができますよと念を押しているわけ

ですよね。だから、その部分については、移設

でふぐあいがあるというぐらいだから、それは

ちょっと。移設して使えなくなるよりも、その
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ほうがいいんですけれど。ただ、正直、初めて

聞いたなというところがあるものですから。結

局、事務方の問題だと思うんですが、その辺に

ついての説明は全然受けてないんですけれど。

これは大事な問題だと思うんですよね。

○栁邊県立延岡病院長 今使っている器械は順

調に動いていますし、新たに４月にオープンす

ると、１台プラス予備機として３階の現有機が

ありますので、当初のスタートとしては、皆さ

んの期待には十分応えられるかと。スタート時

点で患者数がいきなりふえるということはない

と思います。徐々に患者数増を目指しています

ので、スタートの時点で県民の皆さんに健康被

害を与えるとか、影響を与えることはないとい

うふうに想定しています。

○日高副委員長 そしたら、新しい血管センタ

ーができて、患者が運ばれてきて、３階と１階

にあって、医師の連携という部分では、一つの

ところにいたほうが動きやすいのもありますよ

ね。３階と１階の新しいところにそれぞれあっ

て、うまくできるものなんですか。私は素人で

すからわからないんですが、その辺がクリアで

きれば、私は、命が守れればそれでいいと思う

んですけれど。その辺を教えてください。

○栁邊県立延岡病院長 現状、医師が５人です

けれども、大体２人でやります。医師２人プラ

ス臨床工学技士とかレントゲンとか、コメディ

カルを含めてやるわけですけれども。現在５人

はいますので、２・２でいけるだろうと思って

いますけれども、医師がもう少しふえるように、

５人以上になるように、今、働きかけをしてい

るところです。

○桑山病院局長 今、延岡病院長から抑制的に

いろいろお答えをしていただいているところで

ございますが、確かに、もともと手術室に近い

場所に、必要な場合に外科のバックアップがで

きるようにというところから、救命救急センタ

ーのすぐ近くにつくろうということで、リハビ

リのスペースを潰して、今、新しいものをそこ

に置こうとしているわけですが、現有機の移設

がなかなか難しいということで、医師の配置に

関しても２カ所でやるようなことが生じる状況

になっております。そういったことについては、

延岡病院のほうからもいろいろと意見をいただ

いておりますので、そういったものを踏まえて、

新年度の予算の中で検討していきたいというふ

うに思っております。

○日高副委員長 ぜひお願いします。検討とい

うか、それはもう実行しないといけないと思う

んですよね、はっきり言って。もうこれは実行

ですよ。それは早急にやってもらいたい。お願

いします。

○外山委員 当初は、３階から１階におろして、

医療機器を２台体制でということだったと思う

んだけれども、その移設するときのふぐあいは、

例えばどんなのがあるの。

○田中県立延岡病院事務局長 これは先ほど当

院の院長が申し上げましたように、当初、我々

も想定していなかったんですけれども、移設を

具体的に考える中で、いろいろ意見を聞きます

と、ああいう器械は中のほうにケーブルが非常

にたくさんあると。現有機は12年経過しており

ますが、よくありますのが、そういうケーブル

を10年以上同じ形で固定されている状態から動

かすと、破損のリスクがあるとお伺いしました。

部品の供給期間の保証もそう長くないとなると、

移設しても、そう長くは使えないのではないか

と。そうなると、移設はちょっと現実的ではな

いのかなというのが、今年度に入りましていろ

いろ検討する中で出てまいりまして、私どもと
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しては、できるだけ早目の更新を目指すべきだ

との方向になっていったということでございま

す。

○山下委員 経営計画、５カ年計画の中で、そ

れぞれ各病院、経営努力はされているだろうと

思うんですけれども、近年、医師不足、人材不

足が本当に想定を超すような勢いで、大きな社

会問題になっていますよね。この経営計画を進

めていく中で、やっぱり医師、人材の確保、こ

れは大きな課題だろうと思うんですが、この計

画では順調にいけるようになってますか。

○小田病院局次長 一つには経営的な面と、そ

れから実際医療を提供できているかという医療

的な面と、両方評価しないといけないんだろう

と思います。経営的な面につきましては、先ほ

ども申し上げましたけれど、まだまだ達成でき

てない指標があるということで、これについて

はもう少し力を入れて取り組まないといけない

と思っています。具体的に言いますと、やはり

患者を集めること、それからコストを下げると

いうことについて力を入れて取り組んでいきた

いと思っています。まだまだな面があると思っ

ています。

それから、医療の提供ということで申し上げ

ますと、やはり医師の確保が必要になってまい

ります。これについても病院によっては休診し

ている診療科もありますし、医師の確保につい

ては、これもまだ十分ではないと思っておりま

すので、基本的には医局からの派遣になります

けれども、医局への働きかけを強めていきたい

と思っておりますし、あともう一つは、それぞ

れの病院が強みとする診療科について、重点的

にといいますか、強く働きかけることも必要で

はないかなと思っているところであります。

○山下委員 あと２年ですよね。残る２年の中

で、先ほどの説明では、なかなか目標数値に届

いてないということで、特にやっぱり人材不足、

医師不足がこの経営計画を進める中で大きな足

かせになるのかなという思いでいるものですか

ら、そこはちゃんと見越して、早期の手だてを

していかないといけないのかなと思っています

ので、よろしくお願いします。

それから、貸借対照表の中で未収金が44億ほ

どあるんですが、今、医療費の未払い─結局

なかなか払わない人がいる、そういう金額はふ

えているんですか。

○小田病院局次長 未収金の額が今年度上期

で44億円あるんですが、その大部分は国民健康

保険と社会保険がまだ入ってきていないという

ものですけれども、おっしゃるように、個人の

未収金もございます。過年度の分でいくと、１

億ぐらいでございますけれども、これにつきま

しては、未収金対策を講じておりまして、悪質

な滞納者に対しては弁護士法人に債権回収を委

託しまして、回収の取り組みを強化していると

ころでございます。

決算ベースで申し上げますと、未収金自体は、

そういう取り組みも功を奏していまして、若干

減る傾向にはあると思いますが、まだ１億近い

未収金が残っているということで、今後そうい

う悪質な滞納者向けの対策をさらに強化する。

もう一つは、未収金をいかに発生させないかも

大事だろうと思っていますので、そのために例

えば患者さんに医療費の支援制度がありますよ

ということを説明するなどして、未収金の未然

防止にも取り組んでまいりたいなと思っていま

す。

○山下委員 ３病院で年間１億ほどあるという

認識でよろしいですか。

○小田病院局次長 ３病院合わせまして、過年
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度分でいくと、今のところ１億ぐらいあるとい

うことでございます。今後、これを年度後半で

回収していくことになりますので、年度末のい

わゆる決算ベースでいくと、恐らく１億は下回っ

てくるのではないかなというふうに思っている

ところでございます。

○山下委員 もう一点お聞きしますが、県西部

の都城、西諸県の医療圏においては、それぞれ

の地域で取り組んでいるんですが、都城の市郡

医師会病院も高速道路の近くということで、西

諸圏域からの急患がかなりふえていると。ふえ

ることはいいことなんですが、都城市郡医師会

病院の役割ですよね。そこから、どうしてもやっ

ぱり手に負えない、三次医療が必要なところに

なると、大学病院か宮崎病院に搬送、紹介され

ることが多いんだろうと思うんですが、都城圏

域でもいいんですけれども、宮崎病院にどれぐ

らいそういう人たちが来ているのか、データが

ありますか。

○小田病院局次長 手元にすぐ出せるデータが

ありませんが、ある程度の患者の方は都城圏域

から宮崎病院のほうに受診をされているだろう

というふうに思います。ちょっと具体的な数字

は申し上げられません。

○太田委員長 そのデータは出せますか。

○小田病院局次長 出せるかどうか、検討させ

ていただきたいと思います。

○山下委員 なぜ聞くかというと、やっぱり都

城市郡医師会病院の充実の課題もあるんですよ

ね。高速道路が近くなったんで、その辺との連

携がかなりふえてきているのかなと思うんです

が。おかげさまで都城も市郡医師会に限らず総

合病院的なところ、藤元病院とかほかの総合病

院も体制がぴしっととれているんですが、三次

医療まで行かないといけない人数がどれぐらい

いるのかがちょっと気になったものですから、

確認できたら教えてほしいんですけれど。

○丸山委員 ７ページの決算の推移の表で質問

させていただきたいんですが、各年度によって

上半期と最終で大分違ってきているんです。30

年度は、久々に上半期で約１億円近くのマイナ

スになってしまっているんですけれども、最終

的には、今後の患者数の推移を見てみないとわ

からないと思っているんですが、どんなふうに

推測を立てているのか、お伺いできればなと思っ

ているんですが。

○小田病院局次長 ７ページの（３）の決算の

推移で、30年度は特に宮崎病院で３億以上のマ

イナスとなっておりますが、これは説明の際に

も申し上げたんですけれども、前年度と比べて

いまだに請求できてない診療報酬が２億ちょっ

とございまして、そこがこの数字にまだ反映さ

れてないということで、大きく出ているところ

でございます。

今後の見通しで申し上げますと、10ページに

お示ししましたけれども、純利益としましては、

表の一番下の右側の事業合計のところでござい

ますが、3,500万程度の黒字を見込んでいるとこ

ろでございます。これは今後、収支改善に努め

ることによりまして、黒字化はできるのではな

いかなというふうに思っています。

○丸山委員 説明のあった２億がうまく請求で

きてない理由は何ですか。

○川原県立宮崎病院事務局長 先ほど説明がご

ざいましたけれども、保留額がまだ残っている

ということなんですけれども。保留分がどうい

うものか簡単に説明しますと、実際診療は行っ

ておりますけれども、まだ調定してない、いわ

ゆる国保等に請求がなされていない分を保留分

と言っております。例えば、身体障がいの方々
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の更生医療につきましては、市町村の認定書等

をつけて請求する形になっていますので、そこ

ら辺のいろんな手続の関係で、まだでき上がっ

ていないもの、いわゆる公費手続中のものなど

が主なものでございます。

これにつきましては、例年、３月の決算期に

向けて市町村等を訪問しまして、早期の手続等

をお願いしておりますけれども、今年度につき

ましても、より一層、早目早目に市町村等を訪

問しまして、解消に取り組んでいきたいと考え

ているところでございます。

○丸山委員 昨年の上半期では余り出てない、

そういう差が少ないものですから、なぜことし

だけこんなに大きく出ているのか。何で去年と

ことしでこんなに違うのかをもう少し説明して

いただければありがたいかなと。障がい者の更

生医療が物すごくふえたということなのか、も

しくは国保の関係が県単位になって、事務手続

がおくれているとか、何かそういう要因がある

んじゃないかなと思っているんですが、それは

何でしょうか。

○川原県立宮崎病院事務局長 患者数自体がふ

えている部分も一つございますけれども、特に

更生医療の件数が上半期で昨年度より倍近くふ

えている状況がございます。やはりこの更生医

療の関係が大きいのかなと考えております。

○丸山委員 あと、４ページで、宮崎病院の患

者１人当たりの入院収益が、１日当たり3,000円

ぐらい減っているんです。私としては、宮崎病

院は高度急性期をしっかりやっていただくとい

うイメージがあるものですから、延岡病院が６

万8,000円となっていますが、１人当たりの入院

費用は宮崎病院のほうが高いのかなというイメ

ージがあったんです。その辺の医療の役割分担、

以前聞いたときも、高度急性期が40％前後しか

ないので、これをどんどん上げていきたいとい

うイメージだったのが、高度急性期じゃなくて、

急性期なり慢性期がどんどんふえてしまってい

る関係で、この入院患者の１人当たりが下がっ

てきているということなのか、どういうふうに

理解すればいいのか、教えていただくとありが

たいんですが。

○川原県立宮崎病院事務局長 これは先ほど説

明しました保留分が絡んでおりまして、この１

人当たりの入院収益につきましては、入院収益

を患者数で割ったものでございますので、入院

収益がまだ全額請求されてないということで、

割ってしまうと、１人当たりも少なくなってし

まうということですが、稼働額ベースで見ます

と、１人当たりの診療単価は、ほぼ昨年並みの

状況でございます。

○丸山委員 延岡病院は7,400円上がっているん

ですが、これはどういう理由で上がったんでしょ

うか。

○田中県立延岡病院事務局長 一つは、構造的

なところになろうかと思いますが、１人当たり

入院収益の２つ下に平均在院日数がございま

す。30年度上半期は、29年度と比べまして1.1日、

８％ほど短くなっています。入院期間が短くな

るということは、治療費、医療費のかかる期間

にほぼ限定されたような入院になりますので、

その分、単価は上がっていく、そのような構造

が一つございます。

それから、近年、高い抗がん剤を使用する入

院患者さんもいらっしゃいますので、そういっ

た患者さんの１人当たりの医療費が上がってい

る、そのような診療の現状からくる増加ではな

いかというふうに考えております。

○丸山委員 あと11ページの今後の収支計画の

目標については、しっかりやっていただきたい
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と思っています。医業収支の比率の目標が全体

で95.5％以上となっているんですが、ここがやっ

ぱり上がってきてほしいなと思っているんです。

現状が全体で90.3％ですので、これを上げるた

めに、12ページ以降に具体的な取り組みが書か

れているんですけれども、どこを一番やったほ

うがいいのか。こういうことをやれば、医業収

益も上がっていくと理解したいんですが、特に

宮崎病院では、紹介率をしっかり上げてほしい

と思うんです。それを本当にやってもらってい

るのかもわからないものですから、その取り組

み等を具体的にもう少し教えていただきたいと

いうのと、④で新たな施設基準の取得を考えて

いるということなんですが、どういったものを

考えているのかを教えていただければありがた

いかなと思っています。

○小田病院局次長 医業収支比率を上げていく

ということになりますと、やはり入院、外来の

収益を上げていくことになります。特に急性期

病院、高度急性期病院ということで、３病院と

も実施しておりますので、やはり地域連携の強

化だろうと思っています。宮崎病院だけが地域

医療支援病院ではないんですが、ただ、地域の

医療機関からの紹介、それから地域の医療機関

に返す逆紹介もふやしていく。例えば、医療機

関を訪問してお願いしていく取り組みを強化す

ることによって地域連携をさらに進めて、患者

数の増を図っていくことと、もう一つ、患者数

をふやすために救急医療の受け入れ患者数をふ

やしていくことを病院として取り組んでいく必

要があるだろうと思っています。

それと、先ほどの医業収支比率を上げるため

には、費用のほうを下げる取り組みも必要だろ

うと思っています。これについては、例えば医

薬品につきましても、各病院共通のものについ

てはある程度ロットをふやして、卸なりメーカ

ーと価格交渉をすることで価格を下げるといっ

たことについても、今後取り組んでいきたいな

と思っているところであります。

また、それぞれの病院において、その地域の

状況に応じた収益増、経費削減に今取り組んで

いるところでございます。

施設基準につきましては、宮崎病院でいきま

すと、病棟薬剤業務の実施加算で、薬剤師が病

棟業務に入ることによって加算が取れるという

ものもございますし、あと、総合入院体制加算

の１を目指したいということで、これも急性期

病院であれば一番ランクの高い加算になります

ので、そこも目指したいというところでござい

ます。

延岡病院につきましても、総合入院体制加算

の３を目指したいというところでございます。

それから、日南病院につきましては、施設基

準はないんですけれども、地域医療支援病院に

なりましたことから、重症患者を紹介していた

だくような取り組みを進めることによって、収

益増を図っていきたいというところでございま

す。

○外山委員 ４ページから、それぞれの病院の

上半期の状況がありますが、宮崎病院だけが請

求できていない保留分の２億が加味されていて、

延岡と日南の数字と全然比較できないじゃない

ですか。

例えば今、宮崎病院が１人当たり５万7,000円

で、ここには実は２億円ほどの保留分が入って

いないので、こういう数字になっていると説明

がありましたよね。本当は、それを入れれば、

もっとここは高くなるはずなんです。だから、

保留分が入っていないから５万7,000円なんだけ

れど、これが入れば６万何ぼになるわけですよ
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ね。このデータをもらっても比較しようがない

じゃないですか。

延岡と日南では、さっきおっしゃった障がい

者の更生医療とかの保留額というのは発生して

ないんですかね。

○小田病院局次長 この数字自体は９月末の調

定額ベースで行っておりますので、延岡と日南

につきましても若干はあるかと思いますけれど

も、宮崎病院のほうが大きく出たところでござ

います。どちらにしましても、３病院ともそう

いう数字については反映しているところでござ

いますが、宮崎病院につきましては、ちょっと

数字が大きくなったところでございます。

○外山委員 そういう説明を受ければわかるん

ですが、この表を見た限りにおいては、さっき

丸山委員が質問されたように、なぜ宮崎は延岡

より低いのという、単純な数字の比較しかでき

ないじゃないですか。だから、見たときに疑問

が生じるわけで、実はまだ２億あるんだと聞け

ばわかるけれど。入院収益に、単純に２億円分

が乗っかるとわかればいいんだけれど、これを

見る限りでは聞かないとわかりませんもんね。

だから、この３病院の入院収益は、この数字

だけでは単純に比較できないデータではありま

すね。

○桑山病院局長 済みません。今回、特に４ペ

ージを見ていただきますと、宮崎病院では延べ

患者数もふえている、新規の患者数もふえてい

る、１日当たりは当然ふえて、そして在院日数

も短くなれば、普通、診療単価は上がるはずな

んですよね。それが今回こういう異常に低い数

字が出たものですから、その原因を私どもとし

ても調べたところ、そういう請求に至ってない

ものが今回は大きく影響を与えたということで。

各病院、９月末とか３月末で切りますと、どう

しても後で来るものもありますので、稼働と連

動しない部分は毎年あるんですが、ことしは特

にそれが大きく出たということで御理解をいた

だければと思います。よろしくお願いいたしま

す。

○太田委員長 市町村の担当者の協力も仰がな

いといけないところもあるわけですね。

それでは、その他報告事項を終わりまして、

その他で何かありませんか。

○日高副委員長 延岡病院のセンターについて、

あのとき、移設に2,000万か3,000万かかると多

分説明があったと思うんですよね。センターの

予算が、全体でたしか７億七千万くらいですよ

ね。そうすると、移設費はこの中に含まれてい

たんですか。

それと、例えば業者さんに聞いて移設可能だ

からこそ、そういう説明があったと思うんです

けれど、いざ移設するときに、動かすとふぐあ

いがあるかもしれないと言われて、それは困っ

た、それは動かしたらいかんというのは、ちょっ

とあんまりじゃないかなという気がしているん

ですね。今の技術で動かしたらふぐあいがある

というのは余り。最初からそんなことを言って

もらえれば、病院局もそれなりのことができた

んじゃないですかね。そこがちょっと何かすっ

きりしないんですよね。

○田中県立延岡病院事務局長 まず、移設費用

は、副委員長がおっしゃられました事業費７

億7,000万には含んでおりません。これ以外に、

たしか当初は1,000万ほどだったと思いますけれ

ども、移設費用は用意しておりました。

副委員長からも御指摘を受けておりますけれ

ども、私どもとしましても、当初はこの３階に

置いている現有機を新しい機種が無事稼働した

後に移設して、そして数年間、また安全に使う
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ことができると考えておりました。結果的には

それが甘かったということにはなろうかと思い

ます。一つは、先ほど申しましたような、どう

も移設に伴って、ふぐあいが出るのではないか

というリスクがあると。もう一つは、部品供給

の期間があと二、三年ではなくて、たしか31年

度いっぱいという事実もわかったと。これは、

本年度に入ってからわかったことでございます。

そういったところが昨年度までに十分把握、

精査できていなかったところは、大変申しわけ

ないところでございます。事務方として、そう

いうところは、非常にミスがあったと思います。

そういったこともあり、何とか早目の更新を実

現したいと考えておりまして、病院局にお願い

し、さまざまなところで、資金を含め、何とか

実現したいということで取り組んでいるところ

でございます。

○日高副委員長 そこまで言ってくれたら、わ

かりました。

○太田委員長 それでは、以上をもって病院局

を終了いたします。執行部の皆様、大変お疲れ

さまでした。

暫時休憩いたします。

午前11時11分休憩

午前11時14分再開

○太田委員長 委員会を再開いたします。

それでは、当委員会に付託されました議案等

について、概要説明を求めます。

○川野福祉保健部長 おはようございます。福

祉保健部でございます。本日はどうぞよろしく

お願いいたします。

それでは、座って説明させていただきます。

当委員会に御審議をお願いいたしております

議案等につきまして、概要を御説明申し上げま

す。

お手元の厚生常任委員会資料の表紙をめくっ

ていただきまして、目次をごらんください。

本日の説明事項でございますが、予算議案３

件のほか、特別議案２件、その他報告事項が７

件の全部で12件でございます。

まず、予算議案についてでございますが、１

ページをお開きください。

議案第１号「平成30年度宮崎県一般会計補正

予算（第４号）」、議案第２号「平成30年度宮崎

県国民健康保険特別会計補正予算（第２号）」、

そして人件費の追加補正予算となります議案

第22号「平成30年度宮崎県一般会計補正予算（第

５号）」の３件でございます。

上の表をごらんください。

福祉保健部の補正後の予算総額は、一般会計

は、表の下から５行目、補正後の額の欄にあり

あすとおり、1,098億9,918万6,000円、特別会計

は、下から２行目の補正後の額の欄にあります

とおり、1,160億3,797万円、合わせますと、2,259

億3,715万6,000円となります。

次に、特別議案についてでございますが、一

つ前のページ、目次を再度お開きください。

まず、議案第12号「公の施設の指定管理者の

指定について」、次に議案第17号「公立大学法人

宮崎県立看護大学定款の変更について」の２件

でございます。

各議案の内容につきましては、この後、担当

課長がそれぞれ説明いたしますので、御審議い

ただきますようよろしくお願い申し上げます。

続きまして、その他報告事項についてでござ

いますが、本日は、今年度策定を予定しており

ます３つの計画の素案のほか、言語としての手

話の普及及び障がいの特性に応じた意思疎通手

段の利用促進に関する条例（仮称）の骨子案に
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ついて御説明いたします。

また、国民文化祭及び全国障害者芸術・文化

祭実施計画の策定状況、旧優生保護法に関する

調査結果等、風しんの流行への対応につきまし

ても、御報告いたします。

詳細につきましては、担当課長が説明いたし

ますので、よろしくお願いいたします。

私からは以上でございます。

○太田委員長 部長の概要説明が終了いたしま

した。

次に、議案に関する説明を求めます。

なお、委員の質疑は、執行部の説明が全て終

了した後にお願いをいたします。

○横山福祉保健課長 11月補正予算案のうち、

議案第22号について、福祉保健部全体を一括し

て御説明いたします。

厚生常任委員会資料の１ページをお開きくだ

さい。

下の表になりますが、右から２つ目の欄、11

月補正額（議案第22号）は、人事委員会勧告に

基づく、職員の給与改定に伴う人件費の補正で

あります。今回の改定により、給料等の月例給

が0.15％、特別給である勤勉手当の支給月額

が0.05月の引き上げとなります。表の一番下、

右から２つ目の欄になりますが、福祉保健部合

計で3,042万4,000円の増額補正をお願いしてお

ります。この結果、福祉保健部の人件費の予算

額は、合計で56億6,615万1,000円となります。

説明は以上でございます。

○久保医療薬務課長 それでは、議案第17号「公

立大学法人宮崎県立看護大学定款の変更につい

て」、委員会資料により御説明いたします。

委員会資料の９ページをお開きください。

この議案は、１の県議会の議決を求める理由

にありますとおり、県立看護大学の定款を変更

することにつきましては、地方独立行政法人法

の規定に基づきまして、県議会の議決を求める

こととされておりますので、今回、御審議をお

願いするものであります。

次に、２の変更の理由についてですが、地方

独立行政法人法の一部改正によりまして、監事

の任期に係る規定が新設されたことに伴いまし

て、県立看護大学の定款で定める監事の任期に

ついて、必要な変更を行うものであります。

３の変更の内容についてですが、監事の任期

を現行の「２年」から、「その任命後４年以内に

終了する事業年度のうち最終のものについての

地方独立行政法人法第34条第１項に規定する財

務諸表の承認の日まで」つまり、任命後４年目

の県立看護大学の決算について知事が承認する

日、これは例年ですと、８月に承認しています

ので、ここまでが任期となるよう変更するもの

でございます。

現在、県立看護大学の監事は、29年度当初に

就任いたしまして、その任期は２年間で、今年

度末までですが、31年度当初に新しく任命する

監事につきましては、今回の変更により、31年

度当初から４年目の県立看護大学の決算につい

て知事が承認する日、つまり35年度の８月まで

が任期となります。

４の施行期日につきましては、平成31年４月

１日としております。

説明は以上でございます。

○長谷川国民健康保険課長 国民健康保険課の

補正予算について御説明いたします。

歳出予算説明資料の９ページ、国民健康保険

課のインデックスのところをお開きください。

上から４行目の国民健康保険特別会計につき

まして、左から２列目の補正額の欄にあります

とおり、97万2,000円の増額補正であります。こ
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の結果、補正後の予算額は、右から３列目の補

正後の額の欄にありますとおり、1,157億6,701

万4,000円となり、一般会計と特別会計を合わせ

ました補正後の額は、一番上の欄になります

が、1,453億2,059万7,000円となります。

11ページをお開きください。

中ほどの（事項）国民健康保険事務費の説明

欄の国保事業費納付金等システム運用管理事業

の増額補正分につきまして、厚生常任委員会資

料で御説明をさせていただきます。

お手元の厚生常任委員会資料の２ページをお

開きください。

まず、１の目的・背景でありますが、国民健

康保険制度改革において、今年度から国民健康

保険の財政運営が都道府県単位化となったこと

に伴いまして、それに対応するシステムの改修

を行うことにより、制度の円滑な移行を図るも

のであります。

次に、２の事業概要でありますが、国民健康

保険の財源の中で、国庫支出分のうち、国民健

康保険療養給付費負担金及び財政調整交付金の

申請者が、都道府県単位化によりまして、市町

村から都道府県に変更されたため、国保事業報

告システムのうち、申請書類を作成するシステ

ムについて、県を申請者とする申請様式の追加、

修正などの改修を行うものであります。

次に、３の事業費でありますが、システム改

修に要する費用として97万2,000円の増額補正を

行うものであり、財源は全額国費であります。

最後に、４の事業効果としましては、システ

ム改修によりまして、新たな国民健康保険制度

に対応した事務処理を適切に行うことができる

ものであります。

なお、今議会での提案となりましたのは、国

からの予算措置の正式通知が10月であったこと

によるものであります。

説明は以上であります。

○山下医療・介護連携推進室長 議案第１号「平

成30年度宮崎県一般会計補正予算（第４号）」

のうち、長寿介護課分について御説明いたしま

す。

お手元の平成30年度11月補正歳出予算説明資

料の長寿介護課のインデックスのところ、13ペ

ージをお開きください。

長寿介護課の補正予算額は、左の補正額の欄

にありますとおり、24億9,940万7,000円の増額

補正であります。この結果、補正後の予算額は、

右から３列目の補正後の額欄にありますよう

に、222億6,937万4,000円となります。

15ページをお開きください。

（事項）地域医療介護総合確保基金事業費の

説明欄、地域医療介護総合確保基金積立金につ

いて、国庫補助決定に伴い、24億9,940万7,000

円の増額をお願いするものです。詳細は、お手

元の厚生常任委員会資料で御説明いたします。

資料の３ページをお開きください。

地域医療介護総合確保基金積立金について御

説明いたします。

まず、１の目的・背景です。団塊の世代全て

が75歳以上になる2025年に向けて、地域におけ

る医療及び介護の総合的な確保を推進するため、

平成26年度に設置しました地域医療介護総合確

保基金を活用して、各種事業を実施するもので

す。

次に、２の事業概要です。図にありますとお

り、本基金は、消費税増税財源を活用して設置

されたもので、県は毎年度、国に計画を提出し、

計画に基づいて国から県に交付金が交付されま

す。国からの交付金に県負担分を加えまして、

地域医療介護総合確保基金に積み立てますとと
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もに、計画に基づいて基金を取り崩し、地域医

療・介護の総合的な確保を推進するための事業

に充当しております。

図の中ほどの四角囲みの中をごらんください。

今回、増額補正をお願いしております基金積立

金額は、全て医療分で24億9,940万7,000円です。

補正後の積立金予算額を括弧の中に記載してお

りますが、介護分を含めた総額が44億6,426

万5,000円、このうち医療分が39億2,237万3,000

円となります。

内訳といたしまして、（１）病床の機能分化・

連携に関する事業として、９月議会で債務負担

行為を議決いただきました宮崎市郡医師会病院

整備事業、後ほど健康増進課長から補正予算案

を御説明します周産期医療ネットワークシステ

ム整備事業のほか、今後、病床の機能分化・連

携に関する事業に活用するための費用への充当

分といたしまして、20億4,058万6,000円。（２）

居宅等における医療の提供に関する事業として、

当初予算で基金を財源とした歳出予算案を計上

しておりました重症心身障がい児（者）医療体

制構築事業が、今回の国の内示により、区分１

から区分２に変更となりましたことへの財源の

振り替えといたしまして、7,732万4,000円。（３）

医療従事者の確保に関する事業として、９月議

会で債務負担行為を議決いただきました看護師

等養成所施設整備事業のほか、今後の医療従事

者確保に関する事業への充当分といたしまして、

３億8,149万7,000円を計上しております。

参考といたしまして、枠囲みの下に基金積立

額内訳を記載しておりますが、今回、基金に新

たに積み立てる24億9,940万7,000円の財源は、

３分の２の16億6,627万1,000円が国費、３分の

１の８億3,313万6,000円が県費となっておりま

す。

最後に、３の事業効果ですが、基金の財源を

確保し、これらの事業を行うことで、これから

の高齢化社会に必要な地域包括ケアシステムの

構築など、急性期医療から在宅医療・介護まで

の一連のサービスが切れ目なく適切に提供され

る体制整備が推進されるものと考えております。

地域医療介護総合確保基金積立金については、

以上でございます。

○矢野健康増進課長 健康増進課より、周産期

医療ネットワークシステム整備事業の補正予算

の御説明をいたします。

まず、歳出予算説明資料の青いインデックス、

健康増進課のところ17ページをお願いいたしま

す。

補正額は8,849万8,000円、補正後の額は32

億5,901万5,000円であります。補正の内容とし

ましては、母子保健の推進、障がいや疾病の早

期発見・予防に関する経費でございまして、周

産期医療ネットワークシステム整備事業とし

て8,849万8,000円をお願いするものであります。

詳細につきましては、常任委員会資料に基づ

き御説明をいたします。

常任委員会資料の４ページをお願いいたしま

す。

まず、１の目的・背景ですが、本県の周産期

医療体制は、一次医療から三次医療まで役割分

担がされておりますが、一次医療機関では低リ

スクの分娩を取り扱い、そのうちの１割は、分

娩中に胎児心拍数異常などを引き起こします。

このため、ＩＣＴを用いたネットワークシステ

ムの導入により、県内どこでも安心してお産の

できる体制を推進するものであります。

２の事業概要ですが、ＩＣＴを用いたネット

ワークシステムを県内全域の分娩取扱施設に整

備し、一次分娩取扱施設の胎児心拍数モニター
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を二次及び三次医療機関で監視できるようにす

るものであります。平成28年度以降、県央、県

北地区と、順次整備を進めているところであり

ますが、今年度は残る県南地区、県西地区にお

いて整備を進めることとしております。

３の事業費でありますが、地域医療介護総合

確保基金を財源とし、8,849万8,000円の補正を

お願いしております。

４の事業効果ですが、脳障がい発症の早期発

見と発症率の減少及び一次医療機関のスタッフ

が安心して分娩に対応することが可能となると

考えております。このネットワークシステムを

全国に先駆けて整備することにより、どの地域

にお住まいの方も安心してお産のできる体制の

実現を図ってまいります。

健康増進課の説明は以上であります。

○橋本こども家庭課長 私からは、議案第１号

及び議案第12号について御説明をさせていただ

きます。

お手元の平成30年11月定例県議会提出議案の

６ページをお開きください。

まず、議案第１号「平成30年度宮崎県一般会

計補正予算（第４号）」の債務負担行為の補正で

ございます。第３表、債務負担行為補正の追加

の３番目でございます。こども家庭課、宮崎県

青少年自然の家管理運営委託費でございます。

これは、指定管理者の指定に伴い発生いたしま

す平成31年度以降の県の負担額につきまして、

債務負担行為を設定するものでございます。

次に、同じ冊子の29ページ、議案第12号のイ

ンデックスのところをお開きください。

議案第12号「公の施設の指定管理者の指定に

ついて」でございます。これは県内３つの青少

年自然の家につきまして、平成31年度以降の運

営を行います指定管理者の指定に当たり、議決

を求めるものでございます。

なお、下のほうに少年自然の家の名称も記載

されておりますが、これらは教育関係の公の施

設としても位置づけられているためでございま

す。

詳細につきましては、別冊の常任委員会資料

で御説明をさせていただきます。常任委員会資

料の５ページをお開きください。

まず、１の施設の概要でございます。施設名

は、青島、むかばき、御池の３つの青少年自然

の家で、設置目的は、青少年の健全育成を図る

ための集団宿泊研修施設でございます。現在の

指定管理者は、学校法人宮崎総合学院で、指定

期間は平成26年４月１日から31年３月31日まで

の５年間でございます。

２の次期指定管理候補者でございます。今回、

学校法人宮崎総合学院を選定したところでござ

います。

３、指定期間でございます。平成31年４月１

日から平成36年３月31日までの５年間でありま

す。

４の選定概要でございます。まず、（１）の公

募の状況でございますが、平成30年７月２日か

ら９月３日まで募集を行いました。その結果、

②にございます申請者ですが、申請者は学校法

人宮崎総合学院の１者のみでございました。

（２）の指定管理候補者の審査方法について

御説明いたします。①の審査の流れでございま

す。まず、当課におきまして申請書類に基づき

資格審査を行い、次に、外部委員で構成します

指定管理候補者選定委員会を10月９日に開催し

ました。そこで、申請者からのプレゼンテーショ

ン及びヒアリングを実施し、審査が行われたと

ころでございます。その後、県関係部局の職員

で構成します指定管理候補者選定会議を10月12
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日に開催し、選定委員会の審査結果につきまし

て、当課において選定基準等に基づき評価した

結果と照らし合わせ、候補者案が異なっていな

いかを確認し、指定管理候補者を選定したとこ

ろでございます。

６ページをごらんください。

②に指定管理候補者選定委員会の委員、③に

指定管理候補者選定会議の委員のそれぞれの一

覧をお示ししております。

④の選定基準・審査項目・配点につきまして

は、この表の左上に、選定基準という欄がござ

います。ここの一番上、運営に関する基本方針

及び利用対象者の平等な利用の確保等など、５

つの選定基準ごとに、それぞれ審査項目や配点

を定めまして、これに基づき審査を行ったとこ

ろでございます。

７ページをお開きください。

（３）審査結果及び選定理由でございます。

①の指定管理候補者選定委員会における審査結

果でございますが、選定委員５人の採点の結果、

合計500点満点中401点となり、最低基準点であ

る300点以上を満たしておりました。

また、②の指定管理候補者選定会議における

確認結果でございますが、当課における評価結

果は75点でございまして、最低基準点である60

点以上を満たしていることを報告しました。そ

して、会議の中で協議を行いました結果、選定

委員会の審査結果は妥当であることを確認した

ところでございます。

この結果、③の選定理由に記載しております

が、書類審査、指定管理候補者選定委員会のい

ずれにおいても、資格要件や最低基準点を満た

していること、それから指定管理候補者選定会

議において選定委員会の審査結果と相違ないこ

とを確認したこと、さらに事業計画、類似事業

の実績及び経費の積算等から判断いたしまして、

施設の管理運営を適切かつ着実に実施する能力

を有していると認められることなどの理由から、

申請のあった学校法人宮崎総合学院を指定管理

候補者として選定したところでございます。

８ページをごらんください。

５に指定管理候補者からの提案内容を記載し

ております。（１）の指定管理料でございますが、

提案額は太い線で囲んだ部分でございます。平

成31年度から33年度まで、少しずつ金額が増加

して、33年度以降は同じ額となっております。

この理由は、今後の維持管理費ですとか外注経

費が順次増加していくことを見込んだ上での、

提案額になっているという説明でございました。

指定管理料提案額の平均年額は、２億8,833

万9,000円で、５年間の合計では、右に記載して

ございます14億4,169万5,000円となっておりま

す。この金額は、表の中段の基準価格と比較い

たしますと、提案額が平均年額で147万2,000円

下回っております。また、一番下の欄、今期の

指定管理料と比較しますと、平均年額で1,803

万1,000円の増となっております。これには消費

税が８％から10％になることによる影響額524

万3,000円が含まれておりますので、それを除き

ますと、増額は1,278万8,000円になります。

それから、（２）の収支計画でございます。平

成31年度をごらんいただきますと、収入、支出

ともに２億9,964万5,000円となっており、収支

均衡の計画となっております。32年度につきま

しては、収入、支出がともに３億269万5,000

円、33年度から35年度につきましては、収入、

支出ともに３億459万5,000円ということで、い

ずれも収支均衡の計画となっているところでご

ざいます。

それから、（３）の県民サービスの向上等につ
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いてでございます。各施設の特性を生かした魅

力的な主催事業や効果的な研修事業を実施する

ことで、幅広い年代での利用の促進を図るほか、

年中無休での運営ですとか、あるいは自社所有

のマイクロバスを活用した送迎サービス等を引

き続き実施することなどによりまして、平成29

年度末の年間延べ利用者数約13万人を、この計

画期間中に14万2,000人に増加させることを目標

としますという提案があったところでございま

す。こういったところから、県民サービスの一

層の向上が図られるものと考えているところで

ございます。

説明は以上であります。

○太田委員長 議案に関する執行部の説明が終

了しました。

質疑につきましては、午後１時から行いたい

と思いますが、いかがでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○太田委員長 それでは、午後１時から再開い

たします。暫時休憩いたします。

午前11時41分休憩

午後０時58分再開

○太田委員長 委員会を再開いたします。

本日の委員会に４名の傍聴の申し出がありま

したので、これを認めることといたしました。

傍聴される方にお願いいたします。傍聴人は

受付の際にお渡ししました傍聴人の守るべき事

項にありますとおり、声を出したり拍手をした

りすることはできません。当委員会の審査を円

滑に進めるため、静かに傍聴してください。ま

た、傍聴に関する指示には速やかに従っていた

だくようお願いいたします。

それでは、執行部の議案についての説明が終

了したところでありますが、議案について質疑

はありませんか。

○岩切委員 議案第12号「公の施設の指定管理

者の指定について」であります。

指定管理候補者選定委員会の委員５人がつけ

た点数が401点ということで報告がありました。

５人で500点ということで１人100点とすれば、

平均80点という計算になるんですが、評価で20

点満たさなかった部分の偏りとかがなければい

いなと思うんですけれども、そのあたりは公表

できるものならお教えいただきたいなと思うん

ですが、いかがでしょうか。

○橋本こども家庭課長 指定管理候補者選定委

員会委員の点数の偏りがあるかということです

が、一番高い点数をつけられた委員が84点、一

番低い点数をつけられた委員が78点で、78点か

ら84点の間で各委員は評価されておりました。

○岩切委員 そこもあるかもしれないんですが、

例えば、経費の縮減に関しては評価が悪かった

とかいうような評価のマイナス20ポイントの偏

りがあったのかをお教えいただけばありがたい

んですけれど。

○橋本こども家庭課長 ただいま御指摘のあり

ました経費の縮減に関しましては、15点という

配点になりますけれども、それぞれを見ます

と、15点満点のうち一番低い点数をつけられた

委員が９点、一番高い点数をつけられた方が11

点でございます。

○岩切委員 選定基準のそれぞれの項目に配点

が15点、30点、15点、35点そして５点とありま

して、そのうち、ここは著しく低いんだけれど

も80点ですとかいうような偏りがなくて、満遍

なくマイナス１ポイント、２ポイントが重なっ

てマイナス20ポイントになったということで

しょうか。

○橋本こども家庭課長 一番低かったのがやは
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り経費の縮減の部分でございまして、15点満点

のうち、平均が大体10点前後だと思いますので、

ここはマイナス５点となっております。

それ以外につきましては、特に低いところは

なく、おおむね８割以上はとっているような感

じでございます。

○岩切委員 指定管理料の提案額が指定管理を

受けたいとする学校法人さんのほうから出てい

るんですけれども、基準価格を十分に満たして

いると、最終的には費用は適当ということになっ

たんだろうと思うんですけれども。

実は、本会議で、そこで働く皆さんの賃金が

十分に賄えるようにしてほしいという質問をさ

せていただいた経過がありまして。実際、この

３施設を、単年度で２億8,000万プラス利用料で

やっていくということであるんですけれども、

現場で運営をされる皆さん方の、私が主張させ

ていただいたいわゆる報酬というものが十分に

引き上げられる環境にあるかどうかを知りたい

なと思っているんですけれども、その点はいか

がでしょうか。

○橋本こども家庭課長 人件費につきましては、

前回の提案と比較しますと、年額で530万ほど増

額となっています。この人件費に係る部分につ

いては、選定委員会の中でも、賃金について法

人の中のほかの職員と比較してどうなのかとい

う質問がございまして、その中で、宮崎総合学

院は専門学校を経営されておられますが、そう

いった教師の方々と比較すると若干低目という

ふうな御説明はございましたけれども、前回よ

りも、人件費の増額を見込んだ形での提案がな

されたと理解をしているところでございます。

○岩切委員 今人件費の増額が見込まれるとい

うお話がありました。残念な部分は、学院さん

の専門学校の教員の皆さんと比較すれば安いか

もしれないと、きちんとした説明がされたとい

うことで理解しました。

子供さん方の指導そして安全を確保しながら

楽しい時間を過ごしていただく施設であります

ので、それなりの方々が運営に当たられている

と思います。これから５年間こういう形で進む

とは思いますけれども、自分としては、そこで

それぞれの管理をいただく団体の皆さん方が常

に満足して働いていただけるような環境を県と

しても注目していただいて、結果としてそこを

利用される県民の方や子供さんが満足いただけ

るようないい循環を県のほうで準備いただきた

いなという思いがあって、あえて伺わせていた

だきました。そういうことだと理解をさせてい

ただきましたので、結構だと思います。

○丸山委員 前回の資料も含めて考えてみます

と、かなり古い施設なものですから、ここの８

ページに書いてある維持管理費が伸びていくよ

うな形になっている。これは、50万円未満は指

定管理者がやるということになっていましたよ

ね。

あとは、以前の委員会でも、福祉保健部が所

管していますのでバリアフリー等にもしっかり

取り組んでまいりますというような前向きな答

弁もいただいたと記憶しています。恐らく大規

模改修が入る可能性が高いと思っているんです

が、入ったら施設を使えない時期が出てくるん

じゃないかなと思っているんですけれども、そ

の辺も想定されての指定管理料ということで、

指定管理者も考えていらっしゃるのか。そうい

うことは説明せずに、通常ベースでずっとやっ

ていくという考え方でやられていると理解すれ

ばいいのか、どちらでしょうか。

○橋本こども家庭課長 今回の指定管理の提案

につきましては、私どものほうでまだどんな形
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で大規模改修をやっていくのかといったところ

を固めることができませんでしたので、提案と

しては、大規模改修で経営ができない時期はな

い想定で提案をしてくださいということでお願

いをしたところでございます。

○丸山委員 大規模改修はやらないということ

ではなくて、する可能性もあると理解していい

んですか。もう一回確認させてください。

○橋本こども家庭課長 おっしゃるとおり、特

に青島は昭和50年の施設で、老朽化が非常に激

しい施設でございますので、大規模な改修が必

要だと考えております。

しかしながら、まだ具体的にいつとかそういっ

たところまでは特定できませんので、将来を見

据えながらそういったところも考えていく必要

があると認識しております。

○丸山委員 ８ページでは、維持管理費が2,300

万から2,500万まで上がっているんですが、これ

は50万以下がこれだけあるということでいいの

か、維持管理というのは何をイメージすればよ

ろしいんでしょうか。

○橋本こども家庭課長 この維持管理費が非常

にわかりづらくて申しわけございませんが、わ

かりやすく言いますと光熱水費のことでござい

ます。

光熱水費につきましても、今後の値上げが予

想されるということで若干増額になっておりま

して、委員が言われました50万の修繕に係る部

分については、その他の支出の部分の中で見込

んでいるところでございます。

○丸山委員 確認しますけれど、修繕費の見込

みをちゃんとしっかり見ていると。県としては

どれぐらい50万以下のものがあると見ていて、

前回はたしか指定管理者のほうが倍以上やって

いたというふうに記憶しているものですから、

その配慮があって金額が高くなっていると思っ

ているんですが、それを含めて教えていただき

たいと思っています。

○橋本こども家庭課長 せんだって、６月の委

員会で御説明をさせていただきました。指定管

理料といたしまして、この修繕費は年額600万で

見込んでいたところを今回1,200万と見込んで基

準額を定めたところでございます。

○山下委員 消費税が来年の10月から上がると

いうことで、収入の中の指定管理料、利用料金

は全て消費税増を見込んだ収入という理解でい

いですか。

○橋本こども家庭課長 おっしゃるとおりでご

ざいます。10％になるという計算でこの指定管

理料になっております。

○山下委員 現在の利用料金にも消費税は加算

されているわけですよね。

○橋本こども家庭課長 利用料につきましては、

来年の９月までは８％で、10月以降は10％にな

りますが、その利用料の改定につきましては２

月議会で御審議をいただくことになるのかなと

思っております。

○山下委員 わかりました。

○日高副委員長 利用料が640万、指定管理料が

２億8,000万。自然の家をもっと利用してもらう

必要があると、前回の議会で多分質問したと思

うんですけれど。利用料が31年から32年はたっ

た７万のアップですよね。もっと経営努力とか

何かそういうものはないのかなと思う。これは、

前回も同じ質問をしたんですが。

○橋本こども家庭課長 ここでいただく利用料

なんですけれども、宿泊室の使用料、キャンプ

用具のテントの使用料、あるいは体育館とか研

修室を使った場合の利用料になりまして、例え

ば30歳未満だと１泊325円いただくことになって
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いるんですが、大学を除く、いわゆる小中高校

生の児童生徒については、利用料を無料にして

おりますので、この利用料を伸ばすのはなかな

か難しいところがあるのかなというところでご

ざいます。

○日高副委員長 当然、無料もいいんですけれ

ど、世の中やっぱり無料の時代じゃなくて、幾

らかお金を払ってでもここで研修するんだとい

うことも必要じゃないかなと思うんです。この

定義からすると料金を取るのは難しいんですか。

○橋本こども家庭課長 青少年自然の家という

ことで、青少年の社会教育、体験、研修、そう

いうことを目的とした施設でございますので、

これまで利用については、先ほど申し上げまし

たように児童生徒については無料とするという

大きな方針でやってきたところでございます。

その考え方を見直すかということについては、

申し訳ございませんが、今のところ検討をした

ことはございません。

○日高副委員長 ここは教育委員会から移管さ

れたという話だったですよね。教育委員会じゃ

ないから言えないですけれども、それだったら、

もう修学旅行も全部無料にしてしまえばいいん

じゃないですか。取らなければ。やっぱり何か

使ったらお金を払わないといかんというのも一

つの教育です。そうしないと、大規模改修の話

がありましたけれど、大規模改修までしてやる

かという話になってきます。これだけ予算使っ

て。

○太田委員長 今のは質問ですか。

○日高副委員長 質問です。大規模改修をして

までこれを続けるかという話になってくるんで

す。

○橋本こども家庭課長 今現在、年間約13万人

の利用がございます。これがずっと続いており

ます。今の青少年を取り巻く環境を考えました

ときに、集団で宿泊体験研修をする機会はなか

なかないわけでございまして、やはりこの施設

の存在意義というのは大きいと考えております

ので、青少年自然の家については、今後も運用

していく必要があると、私は考えております。

○外山委員 利用頻度とか人数を聞こうと思っ

たんですけれども、13万人も使っている。３施

設それぞれ、ほぼ均等ぐらいかな。青島が多い

のかな。

○橋本こども家庭課長 29年度でいいますと、

青島が約６万4,000人、むかばきが約３万3,500

人、それから御池が３万1,500人で、29年度トー

タルしますと12万9,097人ということで、約13万

人の利用がございます。

○外山委員 今さらの質問ですけれども、それ

ぞれの施設で、指定管理者は食事とかも出すん

ですか。

○橋本こども家庭課長 食事は提供しておりま

す。

○外山委員 食事は有料ですか。それが、例え

ばその他の収入になるのかな。

○橋本こども家庭課長 利用者の食事代につい

ては、指定管理者には行きませんで、指定管理

者が委託をしておりますレストランの事業者に

行くことになっております。

○外山委員 指定管理者は、それぞれの施設に

どのぐらいの人数を配置しているのかな。

○橋本こども家庭課長 青島が13人、それから

むかばきと御池は10人ずつ、合計33人でござい

ます。

○太田委員長 それでは、次のテーマに移りま

す。ほかのテーマで質疑はありませんか。

○岩切委員 地域医療介護総合確保基金積立金

なんですけれども、年度当初に予定されていた
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ものよりもたくさん国がくれたという理解でよ

ろしいんでしょうか。予定していた額よりもふ

えた割合は何％ぐらいかというのと、そうなっ

た背景を教えていただければ。

○山下医療・介護連携推進室長 おっしゃると

おり、当初予算で計上しておりました積立金の

予算を上回る金額の内示をいただいたんですけ

れども、一つの要因といたしましては、９月議

会で債務負担行為の議決をいただきました宮崎

市郡医師会病院の整備事業等、それから将来に

備えて病床の機能分化・連携等に関する事業と

して要求した分が今回ついたということでござ

います。

○岩切委員 推進室長が特に頑張ったというこ

とではなくて、そういう事業が展開されている

ものが国によって認められたということで結構

なことだと思います。

市郡医師会病院はわかりましたが、後者のほ

うの部分をもう少し教えていただいてよろしい

ですか。どういうふうになったか。

○久保医療薬務課長 医療薬務課から御説明い

たします。

今申し上げました地域医療構想を進める中に

おきまして、病床機能の転換がございますが、

将来に向けて、今、地域医療構想会議を各地域

でやっておりますので、そちらのほうでまとまっ

て転換していくものについての費用をお願いし

たところ、これがそのとおりついた形になって

おります。ですから、将来、またこれを使って

催促する際には予算化することになると思って

おります。

○丸山委員 医療のほうは予算がついている。

介護のほうも、実際に地域医療構想を見たとき

に、在宅とか介護医療院を含めてそちらに転換

していかないといけないという認識をしている

んですけれども。介護が、今現場のほうではな

かなか進んでいない、そういう介護医療院に転

換しようとか、在宅にしっかり取り組んでいこ

うというようなところが少ないから介護分がな

かなかつかなかったという認識でいいんでしょ

うか。

○内野長寿介護課長 介護分は、今年度当初に

積み立てた５億4,189万2,000円で賄えるという

ことで、県の要望額どおり国からも内示をいた

だいております。

丸山委員のおっしゃったとおり、介護療養病

床を介護医療院に転換するという話があります。

それは、各医療機関が今のところまだ様子見と

いう状況もありまして。ただ、そうはいっても35

年度末で介護療養病床は廃止が決まっています

ので、現在大体800床ほどある介護療養病床が全

て廃止されると。一般病床になるのか、介護医

療院になるのかというところの転換を図ってい

きますので、そこにこの基金でこれまで積み立

てたお金を充当していく、あるいは必要なお金

をまた追加で国に要望していくことになると思

います。

○丸山委員 今言われた転換がうまく進むため

には、今後、全体的にどうしていけばいいのか

がわかればちょっと教えていただきたい。医療

分であと幾ら、介護分で幾ら必要ですというよ

うな試算的なものはあるんでしょうか。

○内野長寿介護課長 医療療養病床からの転換

それから介護療養病床からの転換、いずれも地

域医療構想調整会議で事前に諮ることになって

いますので、なかなかシミュレーションがしづ

らいところがあるんですけれども。

例えば、先ほど介護療養病床が800床ほどある

と申し上げました。これが、全て仮に介護医療

院に転換するとなったときには、今、基金上の
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改修費用が１床当たり大体100万円、それから一

から建てかえる新設費用が１床当たり大体200万

円という単価になっていますので、単純に改修

で800掛ける100万円とすると８億円になります。

これは、あくまで推測になりますけれども、当

然、そうなってくると億単位の基金が必要になっ

てくるのかなと思います。

いずれにしても、ちょっと今の時点で、まだ

なかなかシミュレーションはできていないと。

○丸山委員 いずれにしても、多分地域医療構

想がしっかり具体的に進んでいかないと前に進

まないと思っていますので、私も今回、一般質

問をさせてもらいましたけれど、地域医療構想

に関しては加速化していかないと。宮崎県は高

齢化が全国より進んでいるということを考える

と、早目早目に進んでほしいと思っていますの

で、ぜひこれはよろしくお願いしたいと思って

おります。

○太田委員長 基金の関連ではありませんか。

なければ、次のテーマでお願いします。

○井上委員 周産期医療ネットワークシステム

整備事業についてちょっとお尋ねしたいんです

けれど。

これは、なかなかいい方向で事業効果等も望

めると。脳障がい発症の早期発見及び発症率の

減少につながるとなっているんだけれど、現状

はどのぐらいの発症率なんですか。

○矢野健康増進課長 済みません、脳障がいの

発症率は、手持ちのデータがない状況でありま

す。

周産期の質をあらわす類似の指標としては、

周産期死亡率や早期の新生児の死亡率といった

ものがございます。

ちなみに、周産期死亡率でいきますと、宮崎

県は2016年で人口千人当たり3.5、早期新生児死

亡率につきましては、0.9であります。宮崎県は、

大体出生が9,000から１万弱でございますの

で、10人弱ぐらいがこういった早期の新生児死

亡になっているかと思います。

○井上委員 結局、このネットワークシステム

を入れることで、一次の医療機関で低リスク分

娩ができるということなんですよね。どういう

仕組みなんですか。

○矢野健康増進課長 どういう仕組みでこの発

症が減るのかということなんですが、まず分娩

中に、どんなに正常な方であっても１割ぐらい

は分娩の異常がございます。へその緒が絡まっ

てしまったり、あるいはすごく遷延した分娩に

なってしまったりとかいろんなものがございま

すが、そういった場合には緊急に帝王切開をし

なければならないということになります。その

帝王切開を迅速に行うためには、胎児心拍モニ

ターをきちんと診断して、二次の医療機関と連

携した上で早期に帝王切開をする。これによっ

て低酸素脳症などの脳障がいの原因あるいはそ

ういったものを予防していくことで、こういっ

た発症率が減っていくことが期待されるという

ことであります。

○太田委員長 ここで暫時休憩いたします。

午後１時30分休憩

午後１時31分再開

○太田委員長 委員会を再開いたします。

○井上委員 これでいけば、帝王切開までいっ

た例は年間どのくらいあるの。事業をしなくて

いいと言ってるんじゃないんだけれど。

○太田委員長 データは出せませんか。出なけ

れば、また後でお願いします。ほかにはありま

せんか。

○丸山委員 システムをもう少し詳しく教えて
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いただきたいんですが、例えば小林市民病院が

来年の１月から分娩を再開するんですけれども、

そのデータが都城もしくは宮崎のほうに行くと

いうことだと思うんですが、これで8,800万かか

ると。具体的にどんな機器が入って、監視され

るのか。今各地域を回っていて県西部もやって

いただくことになるんですが、監視する方々の

マンパワーを含めて必要になってきているのか、

どういう状況なのかをちょっと教えていただく

とありがたいかなと思っているんですが。

○矢野健康増進課長 どのような機器を整備す

るかということなんですが、分娩監視装置は、

一般的に、病院で普通に使われているものであ

りますので、それをネットワークでつなぐ部分

がオリジナルになってくるということでありま

す。回線でつないで、二次医療機関あるいは三

次医療機関のモニターに映し出すことになりま

すが、その部分のシステムが補助の対象になり

ます。

どういった監視体制でやっているかについて

は、実はモデル的に23年度に県西地区で一度こ

の事業をやっておりまして、都城医療センター

と県西地区の分娩施設は既に運用されています

が、二次医療機関には常に24時間医師もおりま

すし助産師もおります。そういったところで、

全体の病棟の管理とあわせて、そういった各分

娩施設のモニターも監視しているということで

あります。

ただ、どのように監視していくのがいいのか

ということについては、まだこの運用を積み重

ねて考えていく必要がありまして、周産期医療

協議会で、保健医療ガイドラインの改定を今検

討しているところではあるんですが、このシス

テムを導入した後、さらにどういった運用がい

いのかということはきちんと関係者含めて協議

していく必要があると考えております。

○丸山委員 確認します。新たなシステムは、

ソフトを入れ直すということなんですか。ちょっ

と、その辺をもう一遍教えてください。

機器をただネットワークでつなぐだけであれ

ば8,800万もかかるのかなと、ちょっとイメージ

が湧かないものですから、それをもう少し説明

していただくとありがたいかなと思っているん

ですが。

○矢野健康増進課長 分娩監視装置は通常ネッ

トワークで飛ばすものではないですので、回線

をつくるための工事費とかも含めて入っていま

す。電子データに置きかえてネットワークで転

送するためのシステムであります。あと、サー

バーなどの費用が入っております。

○太田委員長 図式化されたものはないんで

しょうか。お互いが監視して指示を出すとかい

う、何か図でもあればわかるかなという気はし

ましたが。

このテーマについては、後ほどにして、ネッ

トワークシステム以外の議案の関係でありまし

たら。

○岩切委員 17号の県立看護大学の定款の変更

についてお尋ねをいたします。

地方独立行政法人法が今年度の４月に改正さ

れて、たくさんの項目の新設とか改正があって

いるんですけれども、今回、定款上関係するの

は監事の任期だけという理解なんですが、本当

にそれだけで法律の改正はクリアしていくのか

を念のため確認させていただきたいんですけれ

ども。

○久保医療薬務課長 今回の地方独立行政法人

法の改正では、監事の権限の強化ということで、

以前は地方独立行政法人法の15条に役員の任期

は４年以内とございまして、そこが今回の法律
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の改正で常任委員会資料で示しているような、

４年と決算が終わる日までという形に延びたと。

それで、ほかの理事長とかの任期と一緒にする

ことで、権限を強化するということでの改正で

ありますが、そのほかの改正は全て今の定款に

反映されておりますので、問題はないと思って

おります。

○岩切委員 しつこいようで申しわけないんで

すけれども、地方独立行政法人法の改正の中で、

監事の権限の強化とかが任期を延ばすことで担

保できるんだと、法律上それでいいんだと、定

款上こういう改正で十分だという理解でよろし

いんですか。

○久保医療薬務課長 今回の改正は、全体的に

は、地方独立行政法人法の業務の適正を確保す

るための体制の整備に関する事項の改正でござ

いまして、今回の改正によりまして、ほかの国

の独立行政法人は既にもう４年となっておりま

したので、それに合わせた形での改正になりま

して、今回監事と役員との任期を同じにして権

限強化を図っていくという形になっております。

○岩切委員 公立大学法人宮崎県立看護大学の

評価委員会の設置条例とかありますけれども、

あちらの条例には今回の法の改正は何も影響し

ないんですか。

○久保医療薬務課長 委員御指摘のとおり、今

回の改正はほかの要綱とか定款には影響はござ

いません。

○太田委員長 この関連ではありませんか。

先ほどのネットワークシステムの件で何かあ

りますか。

○矢野健康増進課長 済みません、厳密な積み

上げの分は今手元にないんですが、サーバーの

費用とモニターの費用が一番高額でありまして、

業者としては、ネットワークで転送するための

システムがパッケージになっておりますので、

包括でこの値段で整備するという形になってお

ります。

○太田委員長 県北とかではもう実施されてい

るんですよね。今回は県南と県西をということ

で、実例としてはあるわけですよね。何かその

辺の資料があったりすればと思って。

○矢野健康増進課長 済みません、詳細につき

まして資料を準備いたします。

○井上委員 私たちの仕事からいえば、こうい

うものがこんなふうに入るからあなたたちのお

産は安全性が高まるということを言えないとい

けないわけ。だから、その安心ですという裏づ

けは何なのかを聞きたいんです。

例えば、宮崎市周辺に住んでいる人たちはま

だそうでもないんだけれど、産科がなかなか十

分でない状況だったときにお産をする場合はど

うなのか。だから、こういうことがこんなふう

にしてクリアできますということがきちんとな

いと、なかなかこれだけではしゃべれない。

いいことなの、これをしなくていいとかと言っ

ているのではないんだけれど、伝えられるよう

にしてほしいと言っている。

○矢野健康増進課長 済みません。これは、具

体的にどこまでどう改善するのかというデータ

が現在あるわけではありません。これは、極め

て先進的で全県的にも初めてのものでありまし

て、なかなかどこがどう改善するかというとこ

ろまでまだ具体的なデータがあるわけでありま

せんが、県西地区で23年度にモデル的に導入し

ておりまして、その中でこのシステムを運用し

て大変よかったとの専門家の意見があり、進め

ていくということであります。

今後、これはインフラに過ぎませんので、こ

のシステムをいかに具体的によい運用につなげ
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ていくかが一番ポイントになるとは思いますが、

そこはきちんと周産期協議会で運用の標準的な

やり方をきちんと議論していく必要があると。

県央地区につきましては28年度、県北地区につ

きましては29年度に実施しておりますので、既

に県央地区などでも一定の実績は出てきており

ます。そういったところの評価をきちんとして

いきながら進めていく必要があると考えており

ます。

○日高福祉保健部次長（保健・医療担当） 今、

課長が概要を御説明申し上げましたけれども、

このネットワークシステムにつきましては、実

際、各開業の産科医療機関と二次の医療機関、

いわゆる周産期医療センター、さらには大学の

総合母子周産期医療センターとの情報をつなぐ

ものでございます。一次医療機関のスタッフの

安心という点では、分娩監視装置をつけて分娩

の経過を追っている最中に、何らかの異常と思

われるようなモニターの画面が出てきましたら、

それを二次の施設にこれは大丈夫ですかと相談

をした際に、二次の施設でもその画面を同時に

見ることができますので、速やかな判断ができ

る。そうすることで、例えばすぐに送れとか、

あるいはそのまま様子を見てもいいというよう

な判断を受けられるので、一次の医療機関の安

心が得られるということでございます。

また、先ほど帝王切開と申し上げましたけれ

ども、二次あるいは三次の施設で対応が必要な

状況であれば、搬送していただいて、速やかに

適切な処理を行うと。具体的な率のデータは持っ

ておりませんけれども、23年の県西地区で効果

があったというお話から、28年度以降県央、そ

して29年度の県北、そして今年度県南、県西の

ネットワークを構築するものでございます。

23年度に都城、西諸地域でモデル的に行った

ものは、一次の産婦人科医療機関と二次までし

かつないでおりませんでした。今回は、さらに

三次を含めてネットワークをつないでおります

ので、例えば帝王切開を行った後の、産まれて

きた赤ちゃんの対応についてもより高度な対応

が行えるということで、脳障がい等の発生も軽

減できるんじゃないかなと考えておりまして、

今回この整備事業をお願いをするところでござ

います。

費用の面につきましては、一次の産科医療機

関に当然器械も必要ですし、二次の医療機関に

はサーバーが必要になってきます。さらに大学

のほうにもサーバーを設置ということで、それ

ぞれをまとめてこの金額で県南地区の各産婦人

科医療機関と日南のセンター、県西地区ですと、

西諸の産科医療機関と都城のセンター、さらに

それを大学につなぐというものでの金額でござ

います。

○丸山委員 何となくシステムはわかったんで

すが、先ほど課長から、今後協議会をしっかり

やっていってマニュアルを整備するという説明

があったんですけれども、本当に安全・安心な

のかが重要だと思っていますので、そこをしっ

かりしていただきたい。

それと、西諸で再開するに当たって心配なの

は、何かあったときに搬送するのに、救急車で

運んだとしても宮崎、都城まで小一時間かかっ

てしまう。ドクターヘリは昼間しか使えないと

か、移動することが非常に困難ということで、

ＩＣＴを利用すればそういうデータを分析する

ことで早目早目に搬送ができやすくなる、早目

にやるんだというようなことを多分協議会の中

で詰めていくんだろうなと思っているものです

から、その辺のことをしっかりやっていくんだ

ということを言っていただければありがたいか
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なと思っているんです。そういうことでよろし

いですか。

○矢野健康増進課長 まさに、委員のおっしゃ

られたとおりのことをやっていくということで

あります。

周産期死亡率の低さは、今、全国トップになっ

ています。23年度の成果も一部あると思います

し、宮崎県はすごく良好な状態にありまして、

これをさらに改善していく段階にあります。実

際の運用を見ながら改善を考えていく必要があ

ると思いますので、今年度から議論、マニュア

ルの整備をスタートしていきますが、本当に安

全・安心につながるというところをきちんと担

保できるように進めていきたいと思います。

○山下委員 次長が言われた都城のセンターと

いうのは、国立病院のことでよろしいですか。

○日高福祉保健部次長（保健・医療担当） は

い、そうでございます。

○山下委員 今、周産期医療をやっているのは、

もう民間病院はどこもないですよね、公の病院

だけでしょう。

○日高福祉保健部次長（保健・医療担当） 今、

宮崎県は、地域分散型の周産期医療体制を構築

しておりまして、大学が一番トップ、県央それ

から県南、県西、県北という形でそれぞれに二

次の周産期医療機関を整備しております。県西

につきましては、国立都城医療センターに周産

期の二次のセンターを担っていただいておりま

す。

○山下委員 僕が聞きたいのは、前、周産期を

藤元病院がやっていましたよね。もう経営的に

成り立たないということでやめたという経過を

聞いているんですが、県内の民間病院で周産期

医療をやっているところがあるかということ。

○日高福祉保健部次長（保健・医療担当） 失

礼しました。現在、二次の周産期の医療センタ

ーにつきましては、県立３病院、それから民間

といたしましては、宮崎市郡医師会病院それか

ら古賀総合病院がございまして、これに都城医

療センターが入って、全部で６医療機関が二次

の周産期医療センターとなっております。

○太田委員長 ほかに質疑はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○太田委員長 それでは、その他報告事項に関

する説明を求めます。

○矢野障がい福祉課長 障がい福祉課でござい

ます。障がい福祉課からは４点御説明を申し上

げます。

常任委員会資料の10ページをお願いいたしま

す。

まず、第４次宮崎県障がい者計画についてで

ございます。

まず、１の計画策定の理由でございますが、

本計画は障害者基本法に基づき定めておりまし

て、現行計画の計画期間が満了することから新

たな計画を策定するものでございます。

２の計画の期間は、来年４月から2024年３月

までの５年間であります。

３の計画の骨子でございますが、本計画は、

（１）のとおり障害者基本法に掲げる理念のも

とに、（２）の基本方針のとおり４つの視点を設

定しまして策定しているところでございます。

（３）の基本目標につきましては、現行計画

と同様に、障がいのあるなしによって分け隔て

られることなく地域でともに生きる社会づくり

としております。

（４）計画の構成につきましては、１の啓発

・広報から９の行政サービス等における配慮ま

での９つの分野に施策を区分しまして、それぞ

れに課題や方向性などを示しております。
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ここで、別添の資料１をごらんいただきたい

と思います。こちらで、障がい者計画の素案の

概要を御説明させていただきます。

左側から基本目標等につきましては、先ほど

申し上げたとおりです。

２の総論、障がい者の現状でございますが、

（２）のとおり、障がい種別における障がい者

数の推移を記載しておりますけれども、平成25

年度末に比べまして、身体障がい、知的障がい、

精神障がいのそれぞれの手帳を所持しておられ

る方は、若干増加しておりまして、引き続き障

がい者施策の一層の推進を図ってまいる必要が

あると思っております。

３の総論、施策推進の視点でございますが、

今回４つの視点を設けております。それぞれ

（１）社会のあらゆる場面におけるアクセシビ

リティの向上、（２）地域資源の有効活用・分野

横断的な連携による支援、（３）社会生活の充実

及び障がいの特性等に応じた多様な自立の支援、

（４）安全・安心で充実した生活環境の確保と

いう視点を定めまして、それぞれの視点で各種

の取り組みを進めてまいりたいと考えておりま

す。

次に、真ん中の４のアンケート調査結果でご

ざいます。本調査は、計画策定に反映させるこ

とを目的に、障がいのある方5,100人を対象に実

施いたしました。調査期間等はここに書いてあ

るとおりでございまして、主な調査結果を（４）

のほうにピックアップして記載しておるところ

でございます。

その中で、④をごらんいただきたいんですが、

今後希望する暮らし方を地域で暮らしている方

にお尋ねしております。ひとり暮らしやグルー

プホームで暮らしたいという答えを多数いただ

きました。住みなれた地域社会の中で自立した

生活を送れるような居住支援の取り組みなどを

推進する必要があると考えているところでござ

います。

続きまして、右側の５、各論のところをごら

んいただきたいと思います。各論につきまして

は、先ほど申しました９つの分野ごとに現状と

課題を整理しまして、その上で施策の方向性を

定めておりますけれども、ここでは先ほど申し

ました４つの施策推進の視点から見た主な取り

組みとしてまとめて記載をさせていただいてお

ります。

（１）のアクセシビリティの向上の視点によ

る取り組みといたしましては、主な取り組みの

上のほうですが、障がいの特性に応じた幅広い

情報伝達手段の普及や利用促進を図るための条

例を制定して各種施策を展開するとともに、ア

クセシビリティの向上に資する取り組みなどを

進めてまいりたいと考えております。

（２）の分野横断的な連携による支援でござ

いますが、障がい者の重度化・高齢化や親亡き

後を見据えまして、地域生活支援拠点や、重度

の方に対して常時の支援体制を確保するグルー

プホーム─新しくこの４月から法令化された

取り組みですが、そういったグループホームの

整備など、地域における居住支援のための体制

整備などを図ってまいりたいと考えております。

（３）の障がいの特性に応じた多様な自立の

支援による取り組みといたしましては、幼稚園

の教諭等の特別支援教育に関する専門性を高め

る取り組みなど、障がいのある子供の支援体制

づくりに努めますとともに、就労定着支援の活

用などによる職場定着の推進等を図ってまいり

たいと考えております。

（４）安全・安心で充実した生活環境の確保

に向けた取り組みといたしましては、ヘルプマ
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ーク─外見からはわかりづらい援助の必要な

方への思いやりのある行動をしていただくため

のマークのさらなる普及・啓発や、医療的ケア

児のショートステイを初めとしました在宅サー

ビスの充実などを図ってまいりたいと考えてお

ります。

６に、主な成果目標を掲載しております。全

部で31項目の成果目標を立てまして、それに基

づいて計画の進捗状況の管理を行いながら、本

計画に掲げる取り組みを進めてまいりたいと考

えているところでございます。

委員会資料の10ページにお戻りください。

一番下の４のところでございます。今後のス

ケジュールでございますけれども、今回、委員

の皆様方の御意見をいただきまして、この後パ

ブリックコメント等を実施した上で、３月に計

画を策定したいと思っております。

なお、別冊といたしまして、アンケートの結

果の概要を資料の２として、また計画の素案を

資料の３としてお配りしておりますので、また

ごらんいただきたいと存じます。

第４次宮崎県障がい者計画の素案については、

以上でございます。

続きまして、委員会資料の11ページをお願い

いたします。

宮崎県発達障がい者支援計画でございます。

１の計画策定の理由でございます。本計画は、

発達障がい者の乳幼児期から成人期までの各ラ

イフステージに対応する一貫した支援体制の整

備を図るための計画であり、現行の計画期間の

満了に伴いまして、平成31年度からの新たな計

画を策定するものであります。

２の計画の期間は、来年４月から2024年３月

までの５年間であります。

３の計画の骨子であります。本計画の基本理

念は（１）にありますとおり、発達障害者支援

法の基本理念を踏まえたものといたしまして、

基本指針として（２）のとおり２つの柱を設け

ております。こちらにつきましては、後ほど説

明をさせていただきます。

また、（３）ですが、計画の位置づけといたし

ましては、先ほど御説明いたしました宮崎県障

がい者計画の発達障がい者支援についての実施

計画と位置づけるものでございます。

（４）計画の構成につきましては、記載のと

おりでございます。

また、概要につきまして、別添の資料４で御

説明させていただきたいと思います。

計画素案の概要でございます。

１の計画の趣旨・目的は、先ほど申し上げた

とおりでございます。

２の基本方針をごらんいただきたいと思いま

す。

（１）全ライフステージを通じた切れ目のな

い支援体制の構築に努めてまいりたいと思って

おりまして、この中の新たな取り組みの方向性

といたしまして、早期発見・早期支援を掲げて

おります。これは、いわゆる大人の発達障がい

などへも対応するため、全ての年代におきます

早期発見・早期支援の取り組みを行いたいとい

うものでございます。また、２つ目の発達障害

者支援センターの機能強化ですが、こちらは全

てのライフステージにおける中心的な機関とし

てのセンターの強化に取り組むこととしている

ものでございます。

また、（２）の発達障がいへの理解促進でござ

いますが、関係機関と連携した広報・啓発のよ

り一層の推進の視点を新たに加えまして、発達

障がい者の円滑な社会参加を促進するために、

個々の特性理解を深めていただく取り組みを進
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めたいと考えております。

中ほどのアンケート調査の結果の概要をごら

んいただきたいと思います。この調査は、障が

い者計画同様、発達障がい者支援センターの利

用者の方1,000人を対象に実施したものでござい

ます。主な結果を（５）にまとめております。

この中の①ですけれども、学校・教育について

の困っていることの上位回答につきましては、

各選択肢とも前回の回答より高くなっておりま

す。卒業後の進路の選択や友達との関係づくり、

授業内容がわからないなど困っていることが前

回よりも多くなっていることから、各教育分野

と連携した取り組みのさらなる推進の必要があ

ると考えております。

４の主な取り組みでございます。

（１）の全てのライフステージを通した取り

組みとしましては、早期発見・早期支援に向け

て発達障がいの特性理解の促進を図るほか、発

達障害者支援センターの機能向上や医療等との

連携による支援体制の構築に向けた取り組みを

実施したいと思っております。

（２）の各ライフステージごとの取り組みと

しましては、年齢や生活環境の移り変わりに対

応した支援体制の構築を目指して、乳幼児期、

学齢期、成人期におきまして関係機関と連携し

た取り組みを実践してまいりたいと考えており

ます。

（３）の発達障がいへの理解促進におきまし

ては、発達障がい者の円滑な社会参加を推進す

るため、広く一般県民や一般企業等に向けても

個々の特性理解やともに社会生活を営むために

必要な配慮などについての広報に取り組むとと

もに、従来から実施しておりました保護者や支

援者向けのセミナー等も充実してまいりたいと

考えております。

５の主な活動指標でございます。

発達障がい者支援計画におきましては、これ

までは数値目標を設けておりませんでしたけれ

ども、次期計画につきましては、活動指標とい

う形で設定し、計画の進捗管理を行いながら取

り組みを進めてまいりたいと考えております。

再び委員会資料の11ページにお戻りいただき

たいと存じます。

４の今後のスケジュールでございます。

障がい者計画同様、今回委員の皆様方の御意

見をいただき、パブリックコメント等を実施し

た上で、３月に計画を策定したいと考えており

ます。

なお、別冊で資料５として計画の素案をお配

りしておりますので、後ほどごらんいただきた

いと存じます。

宮崎県発達障がい者支援計画の素案につきま

しては、以上でございます。

続きまして、委員会資料の13ページをお願い

いたします。

言語としての手話の普及及び障がいの特性に

応じた意思疎通手段の利用促進に関する条例（仮

称）の制定についてでございます。これまで手

話言語等条例（仮称）といたしまして御報告を

させていただいてきたものでございます。

まず、１の条例制定の理由でございます。

平成28年４月に施行いたしました「障がいの

ある人もない人も共に暮らしやすい宮崎県づく

り条例」におきまして、言語に手話を含むこと

を明記するとともに、基本理念の一つとして、

全ての障がい者の意思疎通のための手段や情報

の取得、利用のための手段について、選択の機

会を確保することを定めております。

このような中、言語としての手話の普及や障

がいの特性に応じた意思疎通手段の利用促進を
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図るため、新たに条例を制定し、障がいのある

人もない人も安心して暮らすことのできる共生

社会の実現を目指すものであります。

２のこれまでの経緯でありますが、障がい者

団体等との意見交換を重ねるとともに、委員会

への報告などをさせていただきながら骨子案を

策定しております。その骨子案につきましては、

次の14ページをごらんいただきたいと思います。

骨子案の概要を書かせていただいております。

まず、一番上の目的でございます。言語とし

ての手話の普及と障がいの特性に応じた意思疎

通手段の利用促進を図ることについて基本理念

を定めるとともに、県の責務や県民等の役割な

どを明らかにすることで、全ての県民が、障が

いの有無によって分け隔てられることなく、互

いに人格と個性を尊重し合いながらともに生き

る社会の実現に寄与することを目的としており

ます。

なお、次の用語の定義にありますとおり、言

語としての手話の普及といいますのは、手話が

言語の一つであることを普及することを指して

おりまして、障がいの特性に応じた意思疎通手

段とは、手話、要約筆記、点字、音訳など障が

いのある方が意思疎通を図るための手段と定義

しております。

次に、基本理念ですが、言語としての手話の

普及と障がいの特性に応じた意思疎通手段の利

用促進に当たって、３つの基本理念に基づき行

うこととしております。

１つ目ですが、障がいの有無によって分け隔

てられることなく、互いに人格と個性を尊重し

合うことが重要であるという認識のもとに普及

や利用促進を行うこと。２つ目は、手話が独自

の体系を有する言語であり、手話を使う方が受

け継いできた文化的所産であることを認識して

手話の普及を行うこと。３つ目は、障がいの特

性に応じた意思疎通手段を利用することの重要

性を認めて、選択の機会の確保と利用拡大が図

られることの３つとしております。

次に、県の責務等でありますが、普及と利用

促進に関する総合的な施策の実施と基本理念に

対する県民への理解促進を県の責務としており

ます。

また、施策の実施に当たりましては、右側の

市町村等との連携にありますとおり、市町村や

その他関係機関との連携を行っていくこととし

ております。

次に、県民等の役割であります。まず、県民

の役割ですが、基本理念についての理解を深め

ることと、県が実施する施策への協力に努める

こととしております。

また、障がい者団体の役割としまして、県民

等の理解を深めるための啓発や知識の普及に努

めることとしております。

事業者の役割としましては、基本理念に対す

る理解を深めるとともに、県の施策への協力や

それぞれが行う事業活動において、障がいのあ

る方が意思疎通手段を利用できるようにするた

めの合理的な配慮の提供に努めることとしてお

ります。

次に、県の取り組みでありますが、県民に対

する啓発や学習機会の確保、障がいの特性に応

じた意思疎通手段を利用した県政情報等の発信、

手話通訳者や要約筆記者などの意思疎通支援者

などの人材の育成に努めることとしております。

以上が、条例の骨子案でございます。

13ページにお戻りいただきまして、最後に４

の今後の取り組みでありますが、今回、委員の

皆様方の御意見をいただき、パブリックコメン

ト等を実施した上で、２月議会に条例案を上程
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いたしまして、議決をいただいた場合は４月１

日から施行とさせていただきたいと考えており

ます。

なお、別冊で、現時点での条例の骨子案を資

料８としてお配りしておりますので、後ほどご

らんいただければと思います。

条例についての説明は、以上でございます。

続きまして、15ページをお願いいたします。

国民文化祭及び全国障害者芸術・文化祭実施

計画の策定状況について、本委員会と総務政策

常任委員会に報告をさせていただくものでござ

います。

１の各種事業の進捗状況であります。

本大会で実施するプログラムには、（１）の県

実行委員会主催事業と、後ほど説明いたします

市町村実行委員会主催事業がございます。

まず、県実行委員会の主催事業でありますが、

①の総合フェスティバルにつきましては、現在、

会場、構成などにつきまして具体的な検討を進

めているところであります。

まず、プレフェスティバルにつきましては、10

月17日の大会初日に楠並木通りを歩行者天国に

して、文化の祭典の始まりを多くの県民に実感

してもらえるイベントとする方向で検討してお

ります。

開会式につきましては、宮崎市民文化ホール

で開催し、大会の幕開けを告げる宮崎らしさを

全面に出した舞台演出を披露する方向で検討し

ております。

閉会式につきましては、県立芸術劇場で開催

し、大会の締めくくりにふさわしい未来に向かっ

てのメッセージを発信するような内容とする方

向で検討しております。

16ページをごらんください。

②のシンポジウム・イベントであります。記

紀・神話・神楽、国際音楽祭など、本県文化の

強みや特性を発信できるテーマを中心としたイ

ベントを開催するとともに、博物館等における

連動企画や県内各地の既存の文化事業を活用、

連携した事業を展開することとしております。

③のともに生きてともに感じる芸術文化事業

でありますが、こちらが福祉保健部が中心となっ

て準備を進めている事業であります。具体的な

プログラムにつきましては、現在、企画運営委

員会において検討を進めているところですが、

障がいのある方がこれまでに取り組んできた芸

術文化活動の成果を披露する場とするとともに、

今後の芸術文化活動の促進につながるようダン

スパフォーマンス、音楽コンサート、演劇、美

術展等の各種イベントを実施したいと考えてお

ります。

（２）の市町村実行委員会主催事業でありま

すが、これは、現在、全市町村が文化団体等と

連携して地域の特色を生かした芸術・文化事業

を実施する予定としておりまして、各市町村の

実行委員会において検討を進めているところで

ございます。

（３）の広報活動についてであります。公式

ホームページ等を活用した情報発信を行います

とともに、プレイベントの開催やマスコットキャ

ラクターなどを活用した広報展開を行いながら、

大会の周知や機運の醸成を図っております。

このような内容で大会実施計画を策定してま

いりたいと考えております。

最後に２の今後のスケジュールですが、２月

議会におきまして改めて実施計画案について報

告をさせていただき、５月に県実行委員会の総

会で実施計画を決定いただいた後、７月に国の

実行委員会に承認いただく予定としております。

なお、別冊で資料９として実施計画の素案を



- 37 -

平成30年11月28日(水)

お配りしておりますので、後ほどごらんくださ

い。

説明は、以上であります。

○矢野健康増進課長 常任委員会資料の17ペー

ジをごらんください。

旧優生保護法に関する調査結果等について御

説明いたします。この調査結果等につきまして

は、９月の常任委員会で御報告させていただい

たところでありますが、その後に公表されまし

た国の調査結果や県の聞き取り調査の結果も含

めまして、今回改めて御報告させていただくも

のであります。

初めに、１の全国及び本県の調査結果であり

ます。

（１）の都道府県等を対象とした資料の保管

状況でありますが、優生手術申請書など法令に

基づき作成された資料の保管状況につきまして

はごらんのとおりとなっております。本県では、

合計61件の資料が確認されております。

次に、（２）の医療機関・福祉施設等を対象と

した資料の保管状況であります。この調査結果

のうち、本県の部分につきましては、９月の常

任委員会で報告させていただいた内容から一部

変わっております。

まず、医療機関でありますが、全国の回答数

は５万4,906件で回答率は53％、このうち個人記

録があると回答した件数は54件、人数は609人と

なっております。これに対しまして、本県の回

答数は733件で71％、個人記録があると回答した

件数は０件、人数は０人でありました。

次に、福祉施設でありますが、全国の回答数

は3,332件で79％、個人記録があると回答した件

数は121件、人数が843人となっております。こ

れに対し、本県の回答数は53件で100％、個人記

録があると回答した件数が２件、人数は３人で

ありました。

なお、市町村については、本県から個人記録

があると回答または個人記録がある可能性があ

ると回答した件数は０件でありました。

次に（３）の総括であります。

まず、①の手術の実施件数及び個人が特定で

きる人数であります。旧優生保護法４条・12条

による本人の同意が不要な手術の実施件数は、

全国で１万6,475件であります。その下段、個人

が特定できる人数は3,033人、割合は18％となっ

ております。これに対し、本県は、手術実施件

数は283件、その下段の個人が特定できる人数

は34人、割合は12％となっております。

なお、個人が特定できる人数については、全

国、本県ともに４条・12条の手術であるかどう

か不明の方も含まれておりますことを御了承く

ださい。

次に、②の本県の個人が特定できる資料及び

人数でありますが、個人が特定できる資料はご

らんのとおりとなっております。人数の総数と

しましては、一番右下にありますように53人で

あります。

なお、この表の内容は９月の常任委員会で御

報告させていただいたものと変わりはございま

せん。

18ページをごらんください。

２の担当職員への聞き取り調査であります。

まず、（１）の調査の概要でありますが、この

調査は10月から11月にかけて、優生手術を受け

た個人が特定できる資料の手がかりを得ること

を目的に、当時、優生保護審査会の事務局を担

当した職員75名のうち、住所が確認できた44名

に対し、調査協力の依頼文を郵送し、その結果、

調査協力が可能であった15名に対して、電話ま

たは面談による聞き取り調査を行ったものであ
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ります。

次に、（２）の調査結果であります。

まず、項目のアの資料や記憶等の個人の特定

につながるような手がかりについては、記憶に

ないという回答でございました。

イの資料の作成につきましては、審査会に提

出する資料を作成した覚えがあるという回答が

１名でありました。

ウの資料の保管につきましては、他の行政文

書と同様に保管していたという回答が２名であ

りました。

エの優生出術を受けられた方がほとんど女性

であった理由について及びオの昭和28年、42年

に本県で手術実施件数が多い理由については、

不明でありました。

カのその他、担当者として感じていたことと

しましては、審査会の運営にかかわり仰々しい

会議だったと記憶している。不妊手術はつらい

ことだと感じていた。審査会に１回だけ携わっ

た。個別の事情に照らすと手術の決定はやむを

得ないのかなと感じた覚えがあるといった回答

がございました。

以上のとおり、県内で最後の手術が実施され

てから30年以上が経過しており、職員への聞き

取りによって当時の状況を詳細に把握すること

は困難でありました。

次に、３の国の動向であります。

先般、与党ワーキングチーム及び超党派議員

連盟法案作成プロジェクトチームによる救済法

案の骨子が公表されました。両チームの骨子を

表に示しております。対象者の範囲や認定手続

に一部違いがあるものの、手術を受けた方に対

するおわびを記載することや一時金を支給する

こと等については共通となっております。

最後に、４の今後の取り組みであります。

救済法案では、個人記録がない方も救済対象

とすることとされておりますが、今後とも国の

動向を注視しつつ、引き続き、ことし４月に健

康増進課内に設置した相談窓口の周知に努める

とともに、相談者に対しできる限り寄り添った

対応に努めてまいりたいと考えております。

説明は、以上です。

○永野感染症対策室長 風疹流行への対応につ

いて御説明いたします。

委員会資料の19ページをごらんください。

現在、全国的に流行しています風疹につきま

して、本県の対応について御説明いたします。

１は風疹についての説明でございます。２行

目の後半から御説明しますと、症状は一般的に

軽症ですけれども、妊娠初期の女性がかかりま

すと、生まれてくる子供に難聴、視力障がい、

心臓病などの先天性風疹症候群を起こすことが

あります。予防方法は、２回のワクチン接種の

みであります。

２の流行状況ですが、平成30年７月以降、関

東地方を中心に風疹の報告数が増加し、11月14

日までに2,032件、昨年の患者数の約22倍となり、

全国に流行が広がっております。本日の国立感

染症研究所の発表によりますと、11月21日まで

に2,186件の報告となっております。本県におき

ましては、これまでに３件の報告がありました。

定期予防接種の機会が１回のみまたはなかっ

た30歳代から50歳代の患者が大多数を占めてい

る状況でございます。

３の本県の対応状況ですが、感染・拡大防止

のために、妊娠予定の方や妊娠中の方が身近に

おられる方などに向けまして、予防接種歴や風

疹にかかったことがあるかなどを確認し、予防

接種を検討するよう関係機関を通じまして啓発

するとともに、チラシ等で周知を図っていると
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ころです。また、定期予防接種率を高めるよう

市町村への働きかけを行ったり、医療従事者等

への研修を行っております。さらに、患者が発

生しました際には、保健所による疫学調査や蔓

延防止対策を行っているところです。

４の今後の対応についてですが、あらゆる機

会を捉えまして注意喚起を行いつつ、既定の特

定感染症対策事業の中で無料の風疹抗体検査事

業を実施することといたしました。妊娠を希望

する女性や配偶者、パートナー等に風疹抗体検

査の費用を助成し、抗体価の低い場合に予防接

種を促すことで風疹の蔓延防止及び先天性風疹

症候群の発生予防を図るものでございます。開

始は、平成31年１月を予定しており、医療機関

への委託で実施したいと考えております。

説明は、以上でございます。

○橋本こども家庭課長 常任委員会資料の12ペ

ージをお開きください。

ＤＶ対策宮崎県基本計画につきまして、当課

で改定作業を行ってきたところでございますが、

今般、第４次計画の素案を取りまとめましたの

で、その概要について御説明をさせていただき

ます。

まず、１、計画策定の理由でございます。

本計画は、配偶者からの暴力の防止及び被害

者の保護等に関する法律、いわゆるＤＶ防止法

に基づき策定しておりまして、今年度末で現行

計画期間が満了いたしますことから、次期計画

を策定するものでございます。

２の計画の期間でございます。

平成31年度から平成35年度までの５年間でご

ざいます。

３の計画の骨子であります。

まず、（１）の基本的視点といたしまして、①

ＤＶは犯罪となる行為をも含む重大な人権侵害

であること、②被害者の人権及び被害者本人の

意思は最大限に尊重されるべきものであること、

③被害者の保護支援を行うに当たっては被害者

の安全の確保が最優先課題であること、この３

つを基本理念として置いております。

また、（２）の基本理念として、一人一人の人

権が尊重されることにより、ＤＶが根絶され、

誰もが安心して暮らせる社会を目指す方向とい

たしております。

（３）の計画の構成でありますが、第１章で

計画の位置づけ等を、第２章でＤＶ対策の現状、

第３章で計画の基本的な考え方、そして第４章

で具体的な施策をそれぞれ記述する形の構成と

しております。

それでは、計画素案の概要につきまして、お

手元にお配りしております資料６で御説明させ

ていただきます。

まず、第１章、計画策定に当たってにつきま

しては、計画策定の趣旨、位置づけ、期間等に

ついて記載しております。

第２章では、ＤＶ対策に関する現状について

記載をしております。

１、本県の現状ということで、ここでは２つ

のデータをお示ししております。

まず、平成29年度に県女性相談所で受け付け

た相談件数でございます。白い棒グラフの全体

の相談件数につきましては、５年間でほぼ横ば

いでございますが、そのうち黒い棒グラフで示

しておりますＤＶに関する相談は増加傾向にご

ざいまして、平成29年度の全体に占める割合は

約４割となってございます。

それから、平成29年度の女性相談所の一時保

護者数を見ますと、全保護者数のうち、ＤＶ被

害者は24人で、全体の８割という状況でござい

ます。
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それから、その次の２、県民のＤＶに対する

意識でございます。

平成27年度の調査におきましては、女性の約

４割、男性の約２割が夫や妻または恋人から何

らかの暴力を受けた経験があると回答しており

まして、そのうちの34.3％の方が、暴力を受け

たことを誰にも相談しなかったという結果が出

ているところでございます。

こうした現状から、被害者の保護とＤＶ根絶

のための取り組みを今後もさらに引き続き強化

していく必要があると考えるところでございま

す。

次の第３章では、計画の基本的考え方という

ことで、基本的視点や基本理念を記載しており

ます。

次に、資料の右側でございます。第４章、具

体的施策の展開でございます。

基本理念を実現するための施策を展開してい

く上で、５つの基本目標と12の重点目標を掲げ

まして、それぞれの目標達成のための具体的な

施策を推進することとしております。

基本目標のⅠ、ＤＶを許さない社会づくりで

は、重点目標にＤＶを許さない社会づくりのた

めの教育・啓発の推進を掲げまして、県民に対

する啓発や、学校や家庭、地域における教育・

啓発等に取り組むこととしております。

次の基本目標のⅡ、安心して相談できる体制

づくりにおきましては、重点目標に相談体制の

強化、市町村における相談機能等の充実、被害

者への適切な対応のための研修等の充実、そし

て外国人・障がい者等に対する配慮の４つを掲

げ、その実現のためにそれぞれの目標の下に記

載してございます施策に取り組むこととしてお

ります。

次に、資料の裏のほうをごらんください。

基本目標Ⅲ、迅速かつ安全な保護でございま

す。ここでは、重点目標としまして、迅速で安

全な保護体制の充実、同伴家族の保護、同居中

の交際相手からの暴力被害者及びストーカー被

害者の保護、そして保護命令制度に対する適切

な対応といった４つを重点目標として掲げてご

ざいまして、重点目標６の一番下の丸のところ

に書いてございますが、母子生活支援施設の設

置に向けた取り組みなどの施策を推進すること

としております。

次の基本目標Ⅳ、自立の支援では、自立支援

の充実を重点目標としまして、住宅の確保や就

業など被害者や家族の自立を支援するための施

策を実施することとしております。

次に、右側の基本目標Ⅴ、関係機関との連携

協力等におきましては、関係機関との連携協力

の強化と適切かつ迅速な苦情解決の仕組みの確

立を重点目標として掲げまして、ＤＶ被害者保

護支援ネットワーク会議の充実などの施策に取

り組んでいくこととしております。

最後に、数値目標でございます。現行計画で

は数値目標を設定しておりませんでしたが、新

たな計画では、ここに記載しました５つの項目

につきまして数値目標を設定することといたし

ました。今後は、これらの項目の状況を毎年把

握することで、計画の進捗を確認していくこと

としたいと考えております。

なお、資料７として計画の素案を皆様方のお

手元にお配りしておりますので、後ほどごらん

ください。

それでは、常任委員会資料の12ページにお戻

りください。

４、今後のスケジュールでございます。

今後は、パブリックコメントを実施するなど

いたしまして、３月の常任委員会において計画
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案を御報告した上で計画策定としたいと考えて

おります。

説明は、以上であります。

○太田委員長 執行部の説明が終了しました。

その他報告事項について質疑はありませんか。

○井上委員 第４次宮崎県障がい者計画の概要

についてお尋ねします。

これまでの計画と大幅に変わったというか、

何か変えたものは今回の計画の中にあるので

しょうか。

○矢野障がい福祉課長 計画としましては、ま

ず、施策推進の視点を４つ設けまして、それぞ

れのアクセシビリティの向上や分野横断的な連

携による支援などの視点を定めたことが一つご

ざいます。

それと、計画の構成としましては、大きく９

つの分野でというところは変わっておりません

けれども、それぞれの分野の中で障がいの重度

化、高齢化、重複化ですとか、親亡き後に対し

てなど皆様の不安が大きくなっていることにつ

いて対応をするような計画にしております。

具体的に申しますと、資料１を見ていただき

たいんですが、一番右の各論のところにござい

ます（２）地域資源の有効活用・分野横断的な

連携による支援のところの主な取り組みの１つ

目なんですが、親亡き後を見据え、地域におけ

る居住支援のための機能を整備するため、市町

村等と連携して地域生活支援拠点等の整備を推

進していきたいと考えております。

この地域生活支援拠点といいますのは、居住

支援の機能を地域レベルで推進していくもので

ございまして、具体的に言いますと、地域移行

ですとか親元からの自立などの相談機関として

の機能、それから、ひとり暮らしやグループホ

ームへの入居などを体験する機会や場所となる

もの、また、御家族の方の緊急時などにショー

トステイなど緊急時の受け入れや対応ができる

こと、それと、専門的な人材が確保されている

ことなどが一体となってできるような地域生活

支援拠点を設けたいと思っています。

これは箱物をつくるということではなくて、

それぞれの圏域で既にある例えば入所施設です

とかグループホーム、それから、相談支援事業

所の中でも経験豊富な相談支援専門員の方がい

らっしゃるところなどが、面的にネットワーク

を組んで、それぞれの地域で、親亡き後ですと

か、緊急時に対応できる拠点をつくりましょう

というのを厚生労働省も推奨しているところで

す。

こちらが宮崎県内ではまだできておりません

ので、2020年には障害福祉保健圏域７カ所に１

つずつこの地域生活支援拠点ができて、それぞ

れの地域にお住まいの障がいのある方やその御

家族が安心して暮らしていけるような計画をつ

くりたいと考えております。

そういったものを新しい視点として定めてい

るところでごさいます。

○井上委員 障がい者の現状ですが、アンケー

トの対象は身体障がい者、知的障がい者、精神

障がい者、重症心身障がい児・者、難病患者、

発達障がいとなっていますが、障がい者の総数

のところとの関係はどういうふうに理解したら

いいんですか。

この重症心身障がい児・者、難病患者、発達

障がい者は、障がい者の総数の中のどこに入っ

ているんですか。

○矢野障がい福祉課長 アンケートの調査対象

と、総論の中の障がい者の総数との関係という

ことでよろしいでしょうか。

○井上委員 はい。
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○矢野障がい福祉課長 総論のところに書いて

おります障がい者の総数は、身体障害者手帳、

療育手帳、精神保健福祉手帳をお持ちの方の数

でございまして、今回、アンケートへの御協力

をお願いした方は、必ずしも手帳をお持ちの方

ばかりではございませんでした。

例えば、発達障がいの方に関しましては、手

帳をお持ちの方が割合的に少ないものですから、

発達障害者支援センターで支援を受けられたこ

とのある本人と御家族をセンターのほうでピッ

クアップしていただいて、そちらにアンケート

への回答をお願いしたところでございます。

また、重症心身障がい児・者などにつきまし

ても、当事者団体の方にお願いしまして、アン

ケートへの回答をお願いしたところでございま

す。

ですので、5,100人の対象者は必ずしも障がい

別に割合を勘案してということにはなっていな

いところでございます。

○井上委員 そこは今後考えていったほうがい

いのかなという思いがしています。

発達障がい者の方については、後で計画がちゃ

んと出ているのでいいとしても、この身体障害

者手帳と療育手帳と精神障害者保健福祉手帳の

交付者の数によって、何かをしていくというこ

とにしてしまうのか、それとも総体的にいろん

なことを網羅してやるのか、そこで大分違うと

思うので。そのあたりについては、実態として、

手帳を持っていない人たちも非常に数が多いの

で、そこを今後どう考えていくのかはきちんと

明確にしてもらいたいというのはあります。

手帳を持たない人たちをどうしていくのかと

いうことが、計画となかなかぴったりこない、

漏れていく人たちになってしまうのではないだ

ろうかとちょっと思ってしまうので、そこをま

た教えてください。

○山下委員 障がい者計画なんですけれど、資

料１の中で、調査対象及び回答数が６つの区分

に分けられているんですが、アンケートの結果

もさらっと今見させていただいたんですけれど

も、その障がいの区分によって対応の仕方は全

然違うと思うんです。

知的障がい者と身体障がい者、精神障がい者、

これも全然違う。重症心身障がい者とか難病の

方は、総合支援法の中で新たな制度がスタート

してきたんですが、私がいろんな福祉の皆さん

方とかかわっている中では、親亡き後がひとつ

大きなテーマです。家族としては、そのことが

一番大きな課題なんです。

福祉については後見人とかさまざまな制度が

あるんですが、この障がい者計画をつくる中で

一番重要なポイントは、親亡き後の問題もそう

ですけれども、家族とか親族、この辺との計画

の相互理解。

ＤＶでも何でもそうなんですけれども、こう

いう計画は、どうにでもつくれると思うんです

が、大事な福祉行政を進める中で、特に障がい

関係については、家族等にどう周知徹底をして

いくのか。家族も取り込んだ上で、さまざまな

取り組みというのを計画の中に入れないといけ

ないんじゃないかなと説明を聞いていて思った

んですが。

親亡き後の問題なんかも、制度的にはかなり

充実しているんです。難病関係の人たちや知的

障がい者の働く場所の問題にしても、さまざま

な制度はできているんですが、大事な部分とし

て、その二、三点を大きくクローズアップして

いくべきではないかと思うんです。その辺はど

う思いますか。

○矢野障がい福祉課長 委員のおっしゃるとお
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り、障がいはさまざまな種別によって全く対応

も違ってきますし、心配事や困り事も、現在も

違うし、将来についてもそれぞれの心配がおあ

りになると思っております。

計画などをつくるときには、県の障害者施策

推進協議会といいまして、各関係機関の方にお

集まりいただいた会議の中でいろんな御意見を

いただいてきたところでございます。

また、当事者の方がどのようなことを今思っ

ていらっしゃるのか、将来的に何を心配されて

いるのかをお示しいただくために、身体障がい

者団体連合会の方ですとか、手をつなぐ育成会

の方、それから、重症心身障害児（者）を守る

会の方など、当事者と支援者の団体の方に御意

見をいただくということをまずさせていただき

ました。

それと、この施策推進協議会には毎年、計画

がどのように進捗していくか、その進捗状況を

見守っていただく役割もお願いしております。

計画をつくることが目的ではなくて、その計画

に沿ったいろんな施策をどのように進捗して

いって、また、状況によっていろいろ必要なこ

とも変わってきますし、サービスにつきまして

も、足りているサービスと足りていないサービ

ス、それも圏域によっても違ってくると思いま

すので、そういった状況についてもアンテナを

高くして、さまざまな情報を仕入れながら対応

をしていきたいと思っております。

○山下委員 公がやっていくことも、もちろん

必要なんですが、大体最低限、家族とか、周り

とか、そういうところもここだけは必要だよね

とか、お互いの役割の明確化もある程度うたっ

ていく必要があるんじゃないかなと思っている

んですが。そういうことは、見通しが立つんで

しょうか。

○矢野障がい福祉課長 家族の役割の視点につ

いては、今の計画の中に盛り込んでいるわけで

はないので、そこについても考えてまいりたい

と思います。ありがとうございます。

○井上委員 さっき言い忘れてしまったんです

けれど、今おっしゃったとおりで、アンケート

に回答された方は、大体保護者の方ですよね。

当事者の方は非常に少ない可能性が高いのね。

だから、どうあるほうがいいのかというのは、

なかなか。子供さんが小さい方と、ある程度の

年齢になった方では随分違いがあって、だから、

障がい者のところは、アンケートによって何か

をしていくということが、なかなか難しくなっ

ていくと思うのね。

先ほど言われた親亡き後のことを考えたとき

に、将来的にどうあったらいいのかということ

が網羅できていないとなかなか。兄弟は小さい

ときから、この人の面倒を見るために生まれて

きたんだからと言われているわけだから、その

責務を果たさないといけない子供になってしま

うわけよね。

そこも含めて、親がずっと保護しないとと感

じているところと、本当の意味での地域の中で

自立して生きるということを考えたときにはす

ごく温度差がある。グループホームがつくられ

た最初の日に、子供がママは帰ってと言ったと

きに受けたショック、長年私がいないとこの子

は生きていけないと思っていたのに、そうでは

なかったんだと気づいたときの驚き、その差は

物すごくあるわけよね。

でも、その施設をつくるのに３年から５年の

間みんなで話し合って、ようやくつくり上げた

わけだから、また随分違うわけだけれども、そ

のあたりのことをよく考えると、先ほど山下委

員が言われたようなことも含めて、誰が総体を
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どうしていくのかというと、行政で全て絵に描

いて、これがあなたたちの計画ですと言えるか

といったら、なかなか難しいところがあるのね。

現場でぶつかりながらというところがあるわけ

だけれど。

だから、民間の方たちのお力を相当借りない

と、現実にそこにいる人たちの力をかりないと

なかなかやっていけないんじゃないのかなと感

じるところなのよね。

障がい者の数も実態として本当にこれかと、

アンケートの結果も本当にこれかと、各論のと

ころと整合性があるのかとなっていく感じがし

ないでもないのね。

でも、先ほど出た親亡き後をどうしていくの

かということだけは、明確にみんなが迷ってい

る内容なので、よく考えておかないと。それと

もう一つは、市町村と一緒になって考えていか

ないと、市町村は県頼みというのは間違ってい

ると私は思うんだけれど。この障がい者計画が

悪いと言っているんじゃないから、そこを丁寧

に語り込んでいく、本当の意味で理解していた

だくための計画だと私は思うので、そこを理解

していただかないといけないんじゃないのかな

と感じるところなんです。

○矢野障がい福祉課長 委員がおっしゃるとお

り、障がいのある方がそれぞれ地域で過ごして

いかれる中で、今まで支援をされてきた御家族、

それから、これからどんなふうに生きていくか

といった先の見通しもお一人お一人違うのかな

と、さまざまなアンケートですとか障がい者団

体の方とのお話の中でも感じたところでありま

した。

計画が一人一人の障がい者の方にとって、よ

りどころになるというのはなかなか難しいかな

と思っているんですが、市町村の方ですとか、

障がい者支援サービス事業所の皆さんなどと連

携を図りながら、障がい者お一人お一人に寄り

添えるような施策が推進できるように計画に基

づいてやっていきたいと思っております。

○丸山委員 主な成果目標の中に、（２）地域生

活支援拠点等の数、第５期宮崎県障がい福祉計

画（平成30年３月策定）の目標値と書いてある

んですが、地域生活支援拠点というのは、例え

ば発達障がい児の支援センターとかありますよ

ね。そういうイメージで考えてしまうんですが、

先ほどの説明では、箱物をつくるんじゃなくて、

要は全ての障がい者、いろんな障がいがありま

すから、それをまとめていくという意味なのか。

現状が０カ所となっていますが、いろんな支援

をする団体、システムはあるはずなのに、何か

よくわからないなと思っているんです。

どういうふうに今後やっていくのかと、誰が

中心となるのか。多岐にわたる相談を受けるの

であれば、非常にスキルが高い人じゃないと無

理だと思っているものですから、それを幾つか

に分けていって、市町村の職員とか保健所の人

が核になってそういう協議会を立ち上げていく

イメージでいいのか、それも説明していただく

とありがたいと思っているんですが。

○矢野障がい福祉課長 地域生活支援拠点とい

いますのが、各市町村に、まず自立支援協議会

といいまして、その地域の障がい者の方をどの

ように支援していくのかということを、連携し

て考える協議会を持っていただくようにしてい

ます。

現在24の市町村にできているところなんです

が、そこで、それぞれの地域の障がいのある方

の実情などを把握されている中で、連携して支

援をする場合の核になるものとして、地域生活

支援拠点が、国のほうから構想として提案され
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て出てきたことになります。

繰り返しになりますけれども、それぞれの方

にどういったサービスが必要なのかとか、どこ

で生活をすることが支援につながるのかといっ

たような相談をまず受け付ける─経験豊富な

相談支援専門員の方などが中心になっていくと

思うんですけれども、具体的に、緊急時にどこ

かの入所施設ですとか、グループホームの空所

などで短期入所ができるようなところも持つよ

うな支援をしていく必要があるということに

なっています。

一つの障がい者支援施設とか、一つの相談支

援機関でそれを全て持つのが難しいので、面的

にネットワークを組んで支援をしていきましょ

うという構想でして。

短期入所の場合は、例えば、１月はこの入所

施設のあきを短期入所に使いましょうとか、そ

の次の月は別の施設が担当になりますといった

ような、一つのショートステイについても面的

に連携して支援をしていくというようなことが

できるようにと。済みません、説明がわかりに

くいと思うんですけれども、ネットワークで支

援をしていくものでございます。

さっき出ました発達障害者支援センターなど

は施設があって、そこから出張して相談支援を

行うといったようなものですけれども、既存の

さまざまな専門性を持ったサービス事業所です

とか施設などがネットワークを組んで、その地

域の障がいのある方を面的に支援していきま

しょうという構想になっております。

○丸山委員 何となく構想はわかりましたが、

誰がメーンでやっていくのか。保健所なのか、

市町村なのか。県の計画なので、保健所が中心

になってしっかり取り組んでいきたいというこ

とであればわかりやすいんですが、誰が中心に

なってやっていくんでしょうか。

○矢野障がい福祉課長 実際にプレーをするの

はいろんな障がい福祉サービス事業所なんです

が、それをまとめていくのは市町村の障がい関

係の人たち、それも、圏域でまとまって支援を

していく形になります。

例えば児湯であれば、児湯の市郡の方たちが

集まって、地域生活支援拠点として、どのよう

なネットワークで支援をしていくのかを決めて

いくということで、圏域ごとに一つずつつくる

という構想です。

市町村に一つずつというのは、なかなか現実

的に難しいのでとなっています。

○丸山委員 保健所がしっかりイニシアチブを

持ってやらないと、市町村は、なかなかスキル

が足りなかったりすると思いますので、できれ

ば県のほうがやっていくんだよというようなこ

とをしていったほうが、私はいいんじゃないか

なと思います。

それが市町村でうまくできればいいんです。

本当に絵に描いた餅にならないようにしっかり

やっていただきたいなと思っております。

○矢野障がい福祉課長 県のほうでてこ入れを

していくに当たっては、それこそ県の障がい福

祉課が各市町村の自立支援協議会の会議に出向

いていきまして、こういう構想でつくってくだ

さいよとお願いをしているところです。

役割分担としては保健所ではないのかなと思

いますので、どちらかというと県の障がい福祉

課のほうが構想を持ってやっていくことになろ

うかと思っています。

○山下委員 地域の高齢化が進んでいる中で、

私も田舎なもんですから、ここ数年、地域活動

を見ていると、70代前後の人たちが中心で、福

祉計画のことも、今どんどん地域の公民館長の
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ところに来ているんです。

民生委員だっておられるけれど、情報公開が

なかなか思わしくいかないとか、地域の中に全

てのものを丸投げして機能しているかというと、

そうじゃないと思うんです。

だから、もうちょっといろんな役割の分担、

あくまでも全てをやるんじゃないということも、

いろんな団体に言っていくべきだろうし、それ

と、高齢者の医療・介護だって地域に返して、

そういう制度がどんどん通ってきているわけで

すから、ある程度めり張りはつけた形にしてい

かないと誤解を与えるので、それぞれの役割を

それぞれが果たしていくことも明確にしていか

ないといけないのかなと思っていますけれど。

要望です。

○外山委員 それぞれこういう基本計画がござ

います。これは、一つはもちろん皆様方の業務

の遂行に当たっての指針でもあるのだろうと思

うんだけれども、こういったものは、どういう

ところに配付されているんですか。一般の方が

目にする機会はあるんですか。該当者だけが目

にするの。

もちろんこの計画があって、皆様が指針とし

て、これに沿って業務を遂行されるのはわかり

ます。

ただ、ＤＶ対策とかいろんな基本計画があり

ますが、これはどういうところで、誰の目に触

れることになるんですか。

○橋本こども家庭課長 ＤＶ防止対策の基本計

画の配付先としましては市町村、それから、関

係機関、団体になります。

県民の皆様の目に触れるとすれば、県のホー

ムページに掲載をいたしますので、そちらのほ

うでごらんをいただくことになるのかなと思っ

ております。

○岩切委員 法律の求める計画なので、つくる

ことになると思うんですけれども、地域共生社

会をつくろうということで、我が事・丸ごとで

全部何もかも地域に出して来ざるを得ないとい

う流れにはあるんだろうと思うんです。ただ、

その中で行政がしっかりと責任を持ちたいとい

うことで計画の中にそういう思いが盛り込まれ

ていると理解しているんです。

この計画の今後のスケジュールです。きょう、

素案報告ということで、これからパブリックコ

メントとか市町村の意見の聴取、ほかの計画も

そうなんですけれども、これまでの間の意見聴

取というのはどの程度組み立てられてきたのか

を、教えてもらっていいですか。どの計画でも

いいです、参考に。

○矢野障がい福祉課長 障がい福祉課関係の障

がい者計画及び発達障がい者支援計画につきま

しては、それぞれ施策推進協議会といいまして、

障害者団体ですとか関係機関が一緒になった会

議を持っておりまして、障がい者計画は施策推

進協議会、発達障がい者支援計画は発達障害者

支援地域協議会の中で素案の前段階のものから

出しまして、関係団体の方から意見をいただき

ながら素案を策定したという形でございます。

○岩切委員 それでつくられてきた、たたき台

だと思いますので、それは当事者、家族関係者

も含めての議論ですから尊重したいと思うんで

すけれど、中身に対して、議会としてどこまで

言えたものかなという思いがありながら見てい

るんですけれども。特に答弁をということでは

なくて、聞きおくぐらいで済ませていただいて

も構わないんですけれども。

アクセシビリティの改善ということで、教育

の部分ではインクルーシブ教育が出てくるんで

すけれども、先ほどの井上委員の質問にもあっ
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たように、社会的なインクルーシブが問われて

いて、手帳を所持していらっしゃる方はこれく

らいの数ですというところからスタートすると

見えにくくなる問題であると。今、障がいのあ

る人もない人もという宮崎県としての姿勢があ

るから、そういう新しい障がい者感みたいなも

のが冒頭にあって、それでも手帳は何通発行は

されているんだという組み立てにならないとい

けないのかなと。

でないと、障がい者施策は、手帳所持者のた

めにという印象を強くさせてしまう。第４期の

計画だから、どうしても以前の組み立てに倣う

とそうなってしまうのかなと。今は違って、誰

しもがなり得るということを前提にした組み立

てであるべきかなと思うんです。

それと、発達障がい者のことが別計画でつく

られているんですが、障がい者計画の素案の37

ページに、発達障がい者センターと児童発達支

援センターの役割分担というところが出てくる

んですけれども、発達障がい者支援計画の素案

の中には、その辺の役割分担の明確化がうまく

出てこないように感じました。

そのあたりは、これからまだまだ議論がされ

るのか、ほぼ完成ですという立場なのかで私と

しても意見の言いようが違ってくるなとは思う

んです。

幾つもありますので、一遍には言い切れませ

んが、感じているのは、特定の障がい、状態、

置かれた環境に対してこうしますということで

は成り立たない段階に今来ていて、国のほうも

社会保障費の関係で、地域で何とか解決できな

いでしょうかねという流れにあることを踏まえ

た計画にしていくほうが適当なのかなという感

想を全体的には持っています。

それは聞きおく程度で結構です。質問という

形にどうしてもなり切れませんけど。

○井上委員 岩切委員の関連なんだけれど、宮

崎県発達障がい者支援計画の基本方針のところ

で考えてみると、早期発見、早期支援はとても

大事なことで、診断を下せる人はどこにいるの

かということなのよね。あなたは発達障がい、

アスペルガーとかいう診断を早期にしないとい

けないのね。

だから、先ほど丸山委員が言ったように、保

健所ごとでというんだったら、乳幼児健診のと

きとか、５歳児健診までの間で発見できる可能

性は出てくるし、そこから対応をしていくこと

も可能なのね。

それと、発達障害者支援センターの機能強化

となっているんだけれど、発達障害者支援セン

ターとは何ぞや。子供たちのための施設なのか、

本当にライフステージに沿った形で発達障害者

支援センターがあるのかどうかということとか、

いろいろなことを考えると、これは意見を言い

出したら、誰に向かってとなってしまうので、

私も言いづらくて。先ほどの障がい者計画も途

中でやめたんだけれど。

だから、これは本当に難しいのね。計画があ

ることは大事なんだけれど、そして、数値目標

まで出していただいているし、それに向かって

頑張っていただくということなので大変なんだ

けれども。

全部を壊そうということではないということ

だけはわかってほしんだけれど、せっかくある

計画をどう、本当に実態に合ったものに近づけ

た形にしていくのかが大事で、もともとある計

画を頭にイメージしたままでつくりかえようと

すると問題が出てくるのではないかというのは

何度も申し上げたとおりなのよ。だから、計画

が実態とはどうしても乖離している。
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療育手帳があれば特別支援学校に行けるわけ

よ。特別支援学校に行けない子はどうしたらい

いのということ。だから、医者も仕方なく親の

言い分を聞いて意見書を書くわけよ。特別支援

学校に入れてくださいと言っても、児童相談所

はなかなか療育手帳を出してくれない。そした

ら私たちのところに来るわけです。県の施設な

んだから療育手帳を出してくださいよって、な

ぜ聞いていただけないんだろうかと言って怒る

わけよね。

だけれど、それは違うと思う。人として子供

たちを見たときに、そこは違うということなの

よね。だから、本当に、計画をつくるのは大変

だったと思うんだけれど、その実態にどう合わ

せていくのか。

今、教育分野のところも変わってきているわ

けで、先ほど障がい者は微増と言われたけれど、

微増じゃないのよ、増加しているわけよ。昔は、

健常者、障がい者と言っていたけど、そういう

ことでは分けられない状況になっていて、グレ

ーゾーンじゃないけれど、そこまで入れて総体

で考えなければいけない状況になってきている

のに、それを無視して計画をつくろうとすると、

なかなか難しいのではないのかなと。

だから、皆さんの力で７つの医療圏をどう活

用できるのか。そして、教育委員会とどうリン

クさせることができるのか、その力を持っても

らわないと、どこかがリーダーシップを持って

もらわないと大変な状況になる。

教育委員会がリーダーシップを持つのか、福

祉保健部がリーダーシップを持つのか。やっぱ

り福祉保健部が持つほうが、早期発見を含めて

早く対応がとれるのではないのかなと思うんだ

けれど。

だから、考え方を固定化しないでもらうと、

宮崎県らしい障がい者計画ができる、他県も見

習ってくださる可能性が高いんじゃないのかな

と思うのね。

○岩切委員 発達障がい者支援計画の計画素案

の中で特に気になる１点だけ。５ページの県内

３カ所の発達障害者支援センターからの出張相

談を拡充する部分が、このまま固まると困るな

という、僕の思いです。これはどこあたりまで

固まっていくものになるんですか。

僕は、基本的に足りないという主張をさきの

議会でさせていただいておりまして、それがこ

ういう回答で、５年間縛られるのはつらいなと

思うんですけれど。

○矢野障がい福祉課長 発達障害者支援センタ

ーにつきましては、支援センター自体の体制の

強化も必要なので、必要な体制整備に努めると

いう形で素案の４ページに書かせていただいて

いるところなんですが、センター自体の体制の

整備とともに、継続的な相談支援を地域でもで

きるようにしたいというのが、このセンターの

機能向上の中で書き込みたかったことです。

センターが地域から手を引くことではなくて、

１カ月に１回とか相談に来られるものを、地域

でも継続した相談が受けられるようになってほ

しいということで書いていると御理解いただけ

ればと思います。

○岩切委員 念のためなんですが、素案に出て

くるこの目標は、５年間の県の政策をある程度

縛りますか。

○矢野障がい福祉課長 計画ですので、ある程

度この方向に向かってということではあります

が、さまざまな状況の変化もありますので、ど

う対応をしていくかということは出てくると

思っております。

○岩切委員 計画をつくろうという段階なので、
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どう発言をすればいいのかわからないんですけ

れども、これがこのまま固まって、３カ所体制

でいくということになれば、今、発達障がいを

抱えるお子さんをお持ちのお母さんたちのニー

ズには応えられないと思うんです。

相談をしたいけど、３カ月、４カ月待ってく

れとか言われている実情とか、遠方から木花ま

で行かないといけないとか、そういうような状

況を変えて、本当の意味で早期発見、早期療育

を丁寧にやっていこうとするならば、発達障害

者支援センターの機能が広がっていかないとい

けないと思うんです。

先ほど障がい者計画の中に児童発達支援セン

ターの役割分担とかあったので、これがうまい

ぐあいに出てくる、大人の発達障がい者につい

てはここだけれども、子供についてはもうちょっ

と通所しやすい、相談しやすい体制をとか、そ

んな感じかなと思うけれど、そこがここには出

てこないので、これが５年間の方針ですと言わ

れると、私は困るということで、パブリックコ

メントに書いたものかなと思いながら、ここで

言えばいいんだと思ったんですけれど、その辺

はどうでしょうか。

○川野福祉保健部長 今、委員からお話があり

ました県内３カ所という限定的な表現の部分で、

委員としては数そのものもふやす。５年間の方

針としては機能向上プラス、機能向上の中には

数の問題も入るんじゃないかというお話ではな

いかと思います。

そこ辺は、まだ具体的に詰め切っていない部

分がございまして、網の目のように発達支援の

体制をつくっていくためには、まずセンターが

拠点になって、いろんな所に出張していくと。

あと、市町村の体制も整える中で、いろんな所

で相談体制ができるような構想でいますが、こ

こには３カ所という書き方になっていますけれ

ども、３カ所で固めているというような考え方

のもとに書いたものではありませんので、表現

については検討させていただきます。

○岩切委員 ありがとうございます。これから

まだ時間がありますから。

○丸山委員 手話言語等条例についてお伺いし

たいんですが。宮崎県では、１年ちょっと先に

全国障害者芸術・文化祭、８年後には国体があ

るものですから、今県としても条例をつくって

手話を言語として普及していきましょうという

ことであれば、例えば、空港の案内所に手話が

使える人がいるとか、そういうこともしっかり

していかないといけないんじゃないかなと思っ

ています。

具体的にボランティアの人材育成とか、いろ

いろ書いてあるんですが、本当にできるのかな

と。財源を含めてしっかり普及・拡大をしてい

かないといけない。障害者芸術・文化祭とか、

国体が来ることは決まっているので、最低でも

その年次にはしっかり市町村でも対応できる方

をつくっていくことが、本当にできるのかなと

いうのが不安なんです。

条例にはなかなか書きづらいと思っているん

ですが、具体的に何をやろうと思っているのか

を教えていただくとありがたいんですが。

○矢野障がい福祉課長 従来から手話通訳者と

か手話奉仕員の養成などには努めてはきている

んですけれども、この条例をつくることによっ

て、さらに手話の理解を促進するというような

ことに寄与するのかなと思っています。

委員がおっしゃった全国障害者芸術・文化祭

みやざき大会ですとか全国障害者スポーツ大会

などに向けてということで、おもてなしの手話

講座なども既に始めております。接客業の方に
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簡単な手話を覚えていただいて、取っかかりだ

け手話をして、あとは例えば筆談をすることで

意思疎通につなげていく、そういったボランティ

ア的な手話の講座なども行っていくことで、幅

広く手話を皆さんに知っていただく、まず理解

していただいて、やってみようというような取

り組みができればなと思っているところです。

○丸山委員 この条例は、ほかの県もほぼ同じ

だと思っているんですが、宮崎らしさ、宮崎は

ここがちょっと違うというようなことは何かあ

りますか。

○矢野障がい福祉課長 宮崎らしさという点で

いきますと、県の責務ですとか県民の役割など

を定めているんですけれども、その中に障がい

者団体の役割を定めております。

委員会資料の14ページの骨子案の中なんです

けれども、中ほどよりちょっと下のほうに、県

民の役割、障がい者団体の役割、事業者の役割

という形で書いておりまして、県民ですとか事

業者の役割を盛り込んでいる条例は多いんです

が、今回、聴覚障がい者団体を初めとした障が

い者団体がみずから意思疎通について県民の皆

様に知っていただくための啓発にも取り組みた

いというようなお話もいただいて、県が施策を

推進していく上で、障がい者団体とより密に連

携をとって理解促進に努めていこうと書き込ん

だことは、特徴的だと思っております。

これも団体の方と意見交換を重ねる中で、自

分たちの役割も果たしたいというようなお声を

いただいて、このような記載になっておりまし

て、私としては特徴かなと思っております。

○太田委員長 参考までに言いますと、手話ボ

ランティアサークルの人たちが前面にどんどん

出てくるということで、私たちもいろんなとこ

ろで講演をすることが多いんですけれど、わざ

とでも手話の講師を前に立たせて、そして聴衆

に見せる。耳の聞こえない人が来なくても私た

ちは立ちますと言って来てくれるんです。

だから、私たち議員側も、自分たちの講演の

中でそういう手話のボランティアサークルの人

を呼んで檀上に立ってもらうことで、これは勉

強しないといけないんだなというのを県民に知

らせる効果もあるかのなと思って。あの人たち

は喜んで出てきます。だから、そういうことで

言語として認めてもらいたいということを県民

にわかってもらうといいのかなという感じもい

たしました。

ぜひ、議員の皆さんも檀上に立たせてみてく

ださい。自分たちの話を変換させる。そんなこ

ともこの条例でどんどん進むといいかなという

ような感じがします。

○井上委員 私、今回の質問の中で取り上げさ

せていただいたんですが、宮崎県が誇る施設と

して、こども療育センターがあると思うんです。

先ほどいろんな相談だとか、いろんなことをと

言われたんだけれど、お母さん方、お父さん方、

家族の人がどこに最初に頼ったらいいのかとい

うところ。戸惑ってしまったときにどうしたら

いいのか、誰に助けを求めたらいいのか。

名前が、こども療育センターとなっているだ

けに、あそこは本当に相談しやすいし、相談に

行きたいと思うと思うんです。

この計画の中でも、こども療育センターを非

常に高く評価していただいているし、そして、

今後もみんなに寄り添っていけるような療育セ

ンターにしたいと書いていただいているので、

これは大変ありがたいなと思っているんです。

私は、質問のやりとりに来てくださった人に、

私たち議員が何かを言うのは、決して皆さん方

を非難しているのではなくて、逆に応援だと思っ
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ていただきたいと常々申し上げているんだけれ

ど、だから、こども療育センターはどうしても

あのままではいけないと思うんです。

施設整備をどうしていくのかということは、

物すごく大きな課題だと思うんです。中身を少

々変えたからといって、必要なものは必要なわ

けだから、施設整備を含めてどうそろえていく

のかというのは、福祉保健部の皆さんがそこを

きちんと財政の方に言い切っていく力がないと。

センターが非常に力になるんだと言うことを証

明できないと。

知事は、子育て日本一と言っておられるわけ

だから、子供がどうあったとしても、子供たち

に寄り添ってくださることを考えれば、そこを

どうしていこうとされているのか。役割みたい

なことは一応書いてあるんだけれど、そこまで

きちんと考えた上でこの計画の中に網羅してい

ただいているのかどうかを確認したいんですけ

ど。

○川野福祉保健部長 こども療育センターは、

障がい者のお母さん方のお話を聞きますと、本

当に心のよりどころであるし、本当になくては

ならない県立の唯一のセンターだと、私たちも

強くそれを意識しているところです。

何せ県内に１カ所しかありませんので、距離

の問題もありますが、療育センターが果たして

いる役割の大きさを鑑みますと、今のあり方で

はとてももたないと私たちも感じています。

今回、井上委員から御質問をいただいたとき

も、あり方を今、整理させていただいていると

いうことなんですが、以前、平成18年にセンタ

ーのあり方について１回議論を行って、きちん

としたものをまとめているんですけれども、今

委員が言われたように、予算の問題でなかなか

実現せず、そのまま頓挫してしまった経緯がご

ざいます。

でも、改めて今回、療育センターの役割を考

えますと、ハードも、ソフトも、求められるニ

ーズに合わせた形でやっていかないといけない

と改めて考えまして、平成18年度に考えたもの

をさらにブラッシュアップして、より現実的で

実現性の高いもの、そして、ニーズに応えられ

るものという形で今、部内で検討をしていると

ころです。

それをまとめて、次年度以降、実際それを形

にするために、財政当局との議論を進めていか

ないといけないし、障がいをお持ちの方たちに

もいろいろ御意見を伺って、本当にセンターに

求められるものを、今の部分に付加しないとい

けない機能の部分も議論しながら、絵に描いた

ものをきちっとしていきたい。

障がい者計画にも今の気持ちを掲載はさせて

いただいていますが、これだけでは実現に向け

てはなかなか難しい部分がありますので、しっ

かりと予算獲得に向けて頑張っていきたいし、

既定でできるものは知恵を絞って予算を獲得し

て、きっちりとお母さんたちの、子供たちのニ

ーズに応えられるようなセンターにブラッシュ

アップしていきたいと思っていますので、ぜひ

御支援、御協力をお願いしたいと思います。

○井上委員 部長の決意はありがたいなと思い

ながら聞かせていただきました。

障がい児が生まれてくる出現率は、今13.何％

とか言われているけれど、私は必ず20％いくと

思っているんです。

お産関係のところの状況も余りよくありませ

んし、総体的にその可能性が非常に高いと思っ

ていますので、どんな子供が生まれたとしても、

安心して宮崎で過ごしてもらえるような状況を

つくり上げていきたいと思いますので、ぜひみ
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んなで、県議会も頑張っていかないといけない

けれど、両輪で頑張らせていただけたらと思い

ます。頑張ってください。

○日高副委員長 先日の殺人事件の件で、報道

等でもいろいろ言われてますが、以前から夫婦

間でＤＶがあっていたという情報も、最近になっ

て判明してきました。ＤＶが行き過ぎるとあん

な悲惨なことに発展するんだということを、正

直悲しく思うわけです。

ＤＶ対策宮崎県基本計画ということでありま

すけれど、こういったことが二度と起こらない

ように、本当に起こったらいかんというのがあ

りまして、そこら辺について、二度と起こさせ

ない、再発をさせないために、ＤＶを根絶して、

誰もが安心して暮らせる社会を目指さないとい

けないと思うんです。

この辺をしっかりと織り込んで、計画をつくっ

ていく必要が私はあると思うんですけれど、そ

の辺はどう捉まえているのかを最後にお伺いし

たいなと。

○橋本こども家庭課長 私、勉強不足で、今回

の事案とＤＶとの関係を、副委員長の発言で初

めて知ったんですが、もし県内でそういう悲惨

なＤＶの事案があって、事件の原因がＤＶであっ

たとするならば、そこは大きな問題だと思って

おります。

この事案については、詳細が今後明らかになっ

ていくと思いますので、その状況を踏まえなが

ら、背景にＤＶがあるということであれば、な

ぜそうなったのか、対策はできなかったのかと

いったところを検証していきたいと思っており

ます。今はそういうことしか申し上げられませ

んけれど、そういうつもりでおります。

○日高副委員長 徐々にわかってくると思うん

ですが、検証をしっかりしていただいて、それ

から判断して進めていってもらいたいと思いま

す。

○矢野健康増進課長 先ほど議案の関係で、井

上委員から質問がございました帝王切開の件数

と、脳障がいの発症率についてなんですが、大

変申しわけございませんが、手持ちで提供でき

るデータはございませんでした。

ただし、あくまで病院の先生の研究発表には

なるんですが、平成23年度に県西地区において

導入されたところの評価、研究がございます。

その中で報告されている件数になりますが、県

西地区では、約１年半になりますけれども、１

次医療機関で800件ぐらい、２次医療機関で400

件ほど帝王切開があったという状況であります。

導入してどうだったかということですが、導

入前の１年半と導入後の約１年半で比較しまし

たところ、脳障がいの原因となる低酸素症─

へその緒から血液の状態を見ると酸素の状況が

わかるんですが、導入前は10件だったのが、導

入後は３件に減ったというデータがあるようで

す。

まだ十分な数がありませんので、これで本当

に十分な効果が出たのかどうかについては、ま

だ評価は難しいところはあるかとは思いますが、

一応そういった効果があったというような研究

の報告があるということでございます。よろし

くお願いいたします。

○太田委員長 では、その他で何かありません

か。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○太田委員長 それでは、請願の審査に移りま

すが、執行部から参考資料を提出いただいてお

りますので、書記に配付させます。

〔資料配付〕

○太田委員長 それでは、継続請願第22号「子
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どもの医療費助成制度の拡充を求める請願」に

ついて、執行部から何か説明はありますか。

○髙畑こども政策課長 特に説明はございませ

ん。

○太田委員長 これに関して、委員のほうから

質疑はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○太田委員長 次に、継続請願第27号「後期高

齢者の医療費窓口負担について、原則１割負担

の継続を求める意見書を国に提出することを求

める請願」について、執行部から何か説明はあ

りますか。

○長谷川国民健康保険課長 特に説明はござい

ません。

○太田委員長 関連して、委員の皆さんから何

か質疑はありますか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○太田委員長 次に、新規請願第29号でありま

すが、重度障がい者（児）医療費公費負担事業

について、執行部からの説明をお願いいたしま

す。

○矢野障がい福祉課長 では、お配りいたしま

した重度障がい者（児）医療費公費負担制度と

表題をつけております資料に基づいて御説明を

させていただきます。

まず、この制度の対象者、自己負担等につい

てでございます。

（１）の対象者は、①身体障害者手帳１級ま

たは２級を所持する方、②療育手帳Ａ（重度）

を所持されている方、それから、③の身体障害

者手帳３級と療育手帳Ｂ１（中度）をあわせて

お持ちの方となっております。

（２）の所得制限につきましては、老齢福祉

年金に準ずるとしております。

（３）自己負担につきましては、月額1,000円

となっております。

２の実施主体、県補助率等でございます。

（１）実施主体は市町村でございまして、県

内全26市町村が実施しております。

（２）県補助率は２分の１であります。

（３）事業開始年度は、昭和50年度になって

おります。

（４）近年の実績といたしまして、過去３年

間の実績を記載をしております。対象者は平成29

年度で２万6,932人となっております。対象者に

ついては、平成25年度をピークに微減の傾向に

あります。

事業費といたしましては、一番下の県補助額

で見ていただきますと、平成29年度が10億6,900

万円でございまして、平成22年度のピークから

ほぼ横ばいという感じになっております。

なお、記載はしておりませんけれども、入院

と外来別に見ますと、全体に占める外来の割合

は、受診件数で約85.8％、事業費ベースで申し

ますと約58.3％となっております。

３の給付方法でございます。

入院につきましては、平成18年12月から現物

給付となっております。外来については、償還

払いとしておるところでございます。

この資料の下のほうに図で書いておりますの

が、参考に医療費が１万円だった場合の、償還

払いと現物給付の場合の給付のイメージでござ

います。

償還払いの場合は、受給者と市町村間のやり

とりがございますが、現物給付になりますと、

原則的に受給者と市町村とのやりとりがなくな

ります。また、現物給付の場合は、最終的な受

給者負担額である1,000円を医療機関に払う形に

なるという違いがございます。

障がい福祉課からの説明は以上でございます。
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○太田委員長 説明が終わりました。

委員の皆さんから何か質疑はありますか。

○丸山委員 以前、入院のほうは現物給付にし

ていますが、外来をしなかった理由は何でしょ

うか。

また、ほかの県では両方とも現物給付がほと

んどなんですが、ふえるとか、ふえないという

話をしたときに、１億何千万円ふえたというこ

ともあったので、その辺のことをもう少し詳し

く教えていただければありがたいかなと思って

いるんですが。

○矢野障がい福祉課長 入院だけ平成18年に現

物給付にしておりますけれども、恐らくなんで

すが、償還払いの場合は、受給者の方が、一旦

医療保険を除いた額の一部負担金を全額医療機

関に支払う必要があるわけですけれど、入院と

なりますと一度に払う金額が大変大きいので、

まずは入院の現物給付化が進んだのではないか

と思っております。

ほかの県で入院と外来を別々の制度にしてい

るところは実はございませんで、宮崎県だけに

なっております。

宮崎県の場合、入院を現物給付化したのが平

成18年度の途中なんですが、平成19年度の県の

補助額は平成18年度に比べ１億3,000万円ほどふ

えておりますので、現物給付にすることで、他

県もそうなんですが、恐らく財政的な負担はふ

えるであろうということも理由の一つとして

あったのではないかと思っています。

○丸山委員 一緒に現物給付化している県がほ

とんどだと思っているんですが、何％ぐらい上

がったんでしょうか。宮崎の場合、入院だけで

１億3,000万円だったんですが、外来も現物給付

化した場合に、どれくらい上がるのか、参考と

して教えていただければありがたいかなと思っ

ているんですが。

○矢野障がい福祉課長 最近、現物給付化した

ところが山梨県でして、平成28年度に入院、外

来ともに現物給付化をしております。そのとき

の補助額は33％の増額になったと伺っておりま

す。

本県で仮に外来を現物給付化した場合、入院

は既になっておりますので、先ほど申しました

入院と外来の金額の差などを勘案しますと、全

体事業費で約19％ぐらいの増になるのではない

かなと推計をしているところです。

○丸山委員 約20％とした場合に、今、宮崎県

が10億円ですので、２億円ぐらいふえる可能性

があると理解すればよろしいですか。

○矢野障がい福祉課長 あくまで推計ではあり

ますが、山梨県の例でいきますと、それくらい

になるのかなと思っているところです。

○丸山委員 あと、議会答弁の中で、基本的に

事業主体が市町村になるということで、宮崎市

は県のほうにやってくださいという話が議会の

中でも出ているんですが、ほかの市町村はどう

なのかを教えていただければありがたいかなと

思っているんですが。

○矢野障がい福祉課長 償還払いは、利用者の

経済的な負担と、市町村へ手続に行くという二

重の負担がありますし、市町村側にも、受給者

の方から領収書と助成の申請書を預かって、そ

れを確認したり、医療費の計算を行う作業が出

てきまして、事務の負担も大きいという話は伺っ

ております。

ですので、事業費の増があるとしても、そう

いった事務負担を考えた場合には現物給付も考

えられるというようなことは市町村の方もおっ

しゃっているところです。

○丸山委員 宮崎市はよく話を聞くんですが、
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ほかの25市町村も同じことを言っていらっしゃ

るということでよろしいんですか。

○矢野障がい福祉課長 まだ明確に出てきてい

るわけではないですけれども、会議の場ですと

か、さまざまな機会の中では現物給付について

も理解をいただける方向かなとは思っていると

ころです。

○丸山委員 あと、市町村の事務手続が大変だ

ということで、この領収書とか申請書、また、

助成金を支払わないといけないとなっていて、

すごく煩雑だということは何となくわかるんで

すが、約２万7,000人ぐらいの方が利用されてい

て、月に何件ぐらいあって、どれくらい大変な

のかがわからないものですから。宮崎市に集中

しているのか、全ての市町村がこういうふうに

なっていらっしゃるのか、どんなイメージを持

てばよろしいですか。

○矢野障がい福祉課長 ２万6,000人余りが県内

の総数になりますけれども、宮崎市が一番多く

て、約8,300人ぐらいになります。

その一番多い宮崎市の場合ですと、毎月、外

来分で約１万5,000件の申請があるというふうに

伺っておりまして、その分の事務が煩雑だと聞

いているところでございます。

○日高副委員長 事業主体は市町村ということ

で、例えば宮崎市が今、重度障がい者の医療費

の現物給付をやろうとしているということは聞

いているんですけれど、本当は26市町村が１つ

にまとまって、これをやろうと言ったほうが。

これは、事業主体は県じゃなくて市町村ですの

で。

例えば、26市町村が県にやりましょうと来た

ら、県は動かざるを得ないですよね。それはど

うなんですか。

○矢野障がい福祉課長 実施主体は市町村です

ので、お住まいの市町村によってサービスの内

容が違うということになると、それは問題だと

思いますので、市町村がまず一致していただく

ことが前提かなと考えているところです。

○日高副委員長 それはそうだと思うんです。

事業主体が、あくまでも県じゃなくて、市町村

ということは、構図的に事業主体抜きにして県

がやるよと言ったらおかしいですもんね。その

辺、市町村の意向をもっと皆さん方で聞いても

らって。我々も、委員会として聞かないかんと

でしょうけれど、その努力をぜひしてもらって、

そういった困っている方に対して手を差し伸べ

るというのは一番大事なことですので。私はそ

の流れが一番いいかなと思います。

宮崎市がせっかく乗ろうとしている。１

万5,000件でしょ。それなら、26市町村全体でやっ

ていこうという可能性は高いじゃないですか。

その辺の努力をしていかないといかんなと思

うんですけれど。

○川野福祉保健部長 おっしゃるとおりで、市

町村が一枚岩になった時点で、この現物給付に

向けて検討は進めていかないといけないと思っ

ています。

今、市町村ともいろいろ情報交換はしている

んですけれど、現物給付化に向けて市町村でも

議論が始まっていると聞いています。

担当者レベルでは１回集まっていただいて、

いろいろ情報共有したんですけれども、首長さ

んの判断等もございますから、今、市町村も現

物給付化について一枚岩になるかどうかの議論

をされていますので、これがまとまって県のほ

うに要望が上がってくれば、県も現物給付化に

向けてしっかりと検討を進めていく形になると

は思います。それは間違いありません。

あと、実施主体は市町村ですけれど、この制
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度をつくっているのは県ですので、制度のあり

方については、御要望いただいた時点で、どう

いった制度にするのか、通院の場合は自己負担

額の設定の仕方とか検討しないといけない部分

もありますし、システム導入の話もございます。

まだ検討課題もいろいろございますから、そう

いった部分も県がリーダーシップをとって制度

設計について検討を進めていくことにはなると

思います。

○日高副委員長 ひとつよろしくお願いします。

○外山委員 １の（３）ですけれど、自己負担

が月1,000円というのは、１回が1,000円、２回、

３回行ったら毎回1,000円払うということ、どう

いうことかね。

○矢野障がい福祉課長 月に出す金額が1,000円

です。何回外来に行かれても1,000円です。

○外山委員 1,000円だけね。

○矢野障がい福祉課長 現在そういう制度です。

○太田委員長 その他で何かありますか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○太田委員長 それでは、質疑もないようです

ので、以上をもって福祉保健部を終了いたしま

す。

執行部の皆様、お疲れさまでした。

暫時休憩いたします。

午後３時46分休憩

午後３時59分再開

○太田委員長 委員会を再開いたします。

採決についてですが、委員会日程の最終日に

行うことになっておりますので、あす29日に行

いたいと思います。

再開時刻は午後１時としたいのですが、よろ

しいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○太田委員長 それでは、そのように決定いた

します。

その他何かありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○太田委員長 それでは、以上をもちまして本

日の委員会を終わります。

午後４時０分散会
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午後１時０分再開

出席委員（７人）

委 員 長 太 田 清 海

副 委 員 長 日 高 博 之

委 員 丸 山 裕次郎

委 員 外 山 衛

委 員 山 下 博 三

委 員 岩 切 達 哉

委 員 井 上 紀代子

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

事務局職員出席者

議 事 課 長 補 佐 濱 﨑 俊 一

議事課主任主事 渡 邊 大 介

○太田委員長 委員会を再開いたします。

本日の委員会に６名の傍聴の申し出がありま

したので、これを認めることといたしました。

傍聴される方にお願いいたします。傍聴人は、

受付の際にお渡ししました傍聴人の守るべき事

項にありますとおり、声を出したり、拍手をし

たりすることはできません。当委員会の審査を

円滑に進めるため、静かに傍聴してください。

また、傍聴に関する指示には速やかに従って

いただくようお願いいたします。

それではまず、議案の採決を行いますが、採

決の前に各議案につきまして賛否も含め、御意

見をお願いしたいと思います。議案については

ありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○太田委員長 それでは、ないようですので、

議案の採決を行います。

採決につきましては、議案ごとがよろしいで

しょうか、一括がよろしいでしょうか。

〔「一括」と呼ぶ者あり〕

○太田委員長 それでは、一括して採決いたし

ます。

議案第１号、第２号、第12号、第17号、第22

号及び第26号につきましては、原案のとおり可

決することに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○太田委員長 御異議なしと認めます。よって、

議案第１号、第２号、第12号、第17号、第22号

及び第26号につきましては、原案のとおり可決

すべきものと決定いたしました。

それでは、次に、請願の取り扱いについてで

あります。

まず、請願第22号「子どもの医療費助成制度

の拡充を求める請願」についてでありますが、

この請願の取り扱いも含め、御意見をお伺いい

たします。

〔「継続」と呼ぶ者あり〕

○太田委員長 それでは、お諮りいたします。

請願第22号を継続審査とすることに賛成の方の

挙手を求めます。

〔賛成者挙手〕

○太田委員長 挙手全員。よって、請願第22号

は継続審査とすることに決定いたしました。

次に、請願第27号「後期高齢者の医療費窓口

負担について、原則１割負担の継続を求める意

見書を国に提出することを求める請願」につい

てでありますが、この請願の取り扱いも含め、

御意見をお伺いいたします。

〔「継続」と呼ぶ者あり〕

○太田委員長 それでは、お諮りいたします。

請願第27号を継続審査とすることに賛成の方の

平成30年11月29日(木)
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挙手を求めます。

〔賛成者挙手〕

○太田委員長 挙手全員。よって、請願第27号

は継続審査とすることに決定いたしました。

次に、請願第29号「重度障がい者（児）医療

費公費負担事業の通院における現物給付を求め

る請願」についてでありますが、この請願の取

り扱いも含め、御意見をお願いいたします。

〔「採決」と呼ぶ者あり〕

○太田委員長 請願第29号については、採決と

の意見がございますので、お諮りいたします。

この際、請願を採決することに御異議ありま

せんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○太田委員長 それでは、請願第29号の賛否を

お諮りいたします。

請願第29号について、採択すべきものとする

ことに賛成の方の挙手を求めます。

〔賛成者挙手〕

○太田委員長 挙手全員。よって、請願第29号

は採択することに決定いたしました。

暫時休憩いたします。

午後１時６分休憩

午後１時７分再開

○太田委員長 委員会を再開いたします。

次に、委員長報告骨子案についてであります。

委員長報告の項目及び内容について、御意見を

お願いしたいと思います。

暫時休憩いたします。

午後１時８分休憩

午後１時30分再開

○太田委員長 委員会を再開いたします。

委員長報告につきましては、ただいまの御意

見等を参考にしながら、正副委員長に御一任い

ただくことで御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○太田委員長 それでは、そのようにいたしま

す。

次に、閉会中の継続調査についてお諮りいた

します。

福祉保健行政の推進及び県立病院事業に関す

る調査につきましては、閉会中の継続調査とい

たしたいと思いますが、御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○太田委員長 御異議ありませんので、この旨、

議長に申し出ることといたします。

暫時休憩をいたします。

午後１時31分休憩

午後１時31分再開

○太田委員長 委員会を再開いたします。

１月24日の閉会中の委員会につきましては、

協議のとおりの内容で委員会を開催することに

御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○太田委員長 それでは、そのようにいたしま

す。

その他、何かありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○太田委員長 それでは、以上で委員会を終了

いたします。

午後１時32分閉会
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